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平成２２年第３回 

美唄市議会定例会会議録 

平成２２年９月３日（金曜日） 

午前１０時００分 開議 

 

◎議事日程 

 第１ 会議録署名議員の指名 

 第２ 一般質問 

 

◎出席議員（１４名） 

  議 長  内馬場 克 康 君 

   １番  吉 岡 文 子 君 

   ２番  森 川   明 君 

   ３番  五 十 嵐 聡 君 

   ４番  高 田 正 則 君 

   ５番  高 橋 幹 夫 君 

   ６番  阿 部 義 一 君 

   ７番  長谷川 吉 春 君 

   ８番  米 田 良 克 君 

  １０番  小 関 勝 教 君 

  １１番  土 井 敏 興 君 

  １２番  本 郷 幸 治 君 

  １３番  紫 藤 政 則 君 

  １４番  林   国 夫 君 

 

◎欠席議員（２名） 

  副議長  谷 村 孝 一 君 

   ９番  白 木 優 志 君 

 

◎出席説明員 

 市     長  桜 井 道 夫 君 

 副  市  長  板 東 知 文 君 

 総 務 部 長  藤 井 英 昭 君 

 市 民 部 長  岩 本 良 一 君 

 保健福祉部長兼福祉事務所長  中 川 直 紀 君 

 商工交流部長  中 井 英 雄 君 

 農 政 部 長  須 田 正 毅 君 

 都市整備部長  山 口 隆 慶 君 

 市立美唄病院事務局長  高 倉 雄 二 君 

 消  防  長  霜 田 公 法 君 

 総務部総務課長  大 崎   聡 君 

 総務部総務課総務係長  村 上 孝 徳 君 

 

 教育委員会委員長  白 戸 仁 康 君 

 教  育  長  安 田 昌 彰 君 

 教 育 部 長  前 田 敏 和 君 

 

 選挙管理委員会委員長  後 藤 泰 彦 君 

 選挙管理委員会事務局長  秋 場 勝 義 君 

 

 農業委員会会長  佐 藤 博 道 君 

 農業委員会事務局長  林   忠 男 君 

 

 監 査 委 員  扇 谷   均 君 

 監査事務局長  鎌 田   覚 君 

 

◎事務局職員出席者 

 事 務 局 長  岡 嶋 博 文 君 

 次     長  中 平 匡 司 君 

 

午前１０時００分開議 

 

●議長内馬場克康君 これより本日の会議を

開きます。 

 

●議長内馬場克康君 日程の第１、会議録署

名議員を指名いたします。 

    ５番 高橋幹夫議員 
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    ６番 阿部義一議員 

を指名いたします。 

 

●議長内馬場克康君 次に日程の第２、一般

質問に入ります。 

 発言通告により、順次発言を許します。 

５番、高橋幹夫議員。 

 

●５番高橋幹夫議員（登壇） 平成２２年第

３回定例会において、大綱３点について、市

長並びに教育長にお尋ねいたします。 

現在、本市は厳しい財政状況の中、健全化

計画と将来に向けたまちづくりの推進の両立

という、難しい行財政運営を余儀なくされて

おります。こうした状況にあるだけに、市役

所の職員が一丸となり、まちづくりのプロと

して、市民へのまちづくりへの積極的な参加

の働きかけを初め、将来を見据え、地域資源

を生かした産業振興への重点投資、事業の検

証による効果的な事業展開や事業の思い切っ

た見直し、さらには、こうした点を行財政の

運営上担保するための仕組みづくりなど、地

域経営の視点を明確にし、大胆かつ丁寧な行

政執行が求められていると考えます。そのた

めには、これまでの行財政運営をしっかり検

証し、問題点を明らかにし、課題の解決に資

するよう、行財政運営を改善していく必要が

あると考えます。 

特に、平成２３年度から３２年度までの基

本構想の策定も進められていることもあり、

基本構想と市民との連携・協働のもとに、効

果的に推進する体制づくりといった観点から

も、庁内外を含めて、市民との連携・協働の

まちづくり、地域の特性を生かした重点的な

施策展開など、これからのまちづくりの進め

方について検討することが極めて重要と考え

ます。 

そこで、大綱の１点目を市長にお伺いいた

します。 

美唄市のまちづくりのその１つは、美唄市

のまちづくりの現状と課題についてでありま

す。まちづくり評価の結果について、お伺い

いたします。 

平成２２年３月に発行された、平成２１年

度版美唄市自治体経営白書には、施策評価の

結果が示されており、これによれば、平成２

２年３月に行ったまちづくりの評価の結果は、

前回、平成１８年に実施した評価と比べ、資

源を生かす循環型社会づくりの評価は高まっ

たものの、都市機能のＣから、できてないＥ

になるなど、６項目の評価が低下しておりま

す。この評価結果は、言いかえれば市長の通

信簿のようなものと理解をしておりますが、

平成１８年に比べ、まちづくりの評価が下が

った原因はどこにあるのか。また、この評価

結果をどう生かしていくのか。まず、基本的

な見解をお伺いいたします。 

その２つ目は、他都市との比較についてで

あります。同じく白書には、福祉のまちづく

り、環境のまちづくり、交流のまちづくり、

社会資本整備の一環として道路舗装率のデー

タ比較がなされていますが、合計特殊出生率、

リサイクル率、観光入り込み客数は低位の水

準にあり、また、道路舗装率も単純平均値、

０．５５３をやや下回る０．５０７という状

況になっております。他都市と比較すること

は、市の置かれている状況を客観的に把握す

る上で必要なことでありますが、同時にそれ
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は地域力、あるいは地域の住みやすさをあら

わしているものとも言えます。他都市と比べ

比較項目が低位にある状況について、市長と

してどう理解し、住みやすい美唄づくりに向

けて、今後どのように対応していくつもりな

のか、お伺いいたします。 

大綱の２点目は、美唄市の新しい総合計画

について、市長にお尋ねいたします。 

その１つ目は、都市像と戦略についてであ

ります。現在、新しい総合計画の策定に向け

た取り組みが進められており、美唄未来会議

からの提言も踏まえ、都市像の素案として

食・農・アートが響きあう緑の都市びばい。

また、にぎわいづくり、潤いづくり、人づく

りを戦略とし、人と情報が行き交わい、にぎ

わいが生まれるまちづくりなど、６項目を基

本政策と聞いております。今後さらに策定作

業が進められ、施策事業の肉付けや、基本施

策相互の関連性も明らかになると思いますが、

現時点で見る限り産業の振興が薄く、また、

３つの戦略の関連性や戦略を進めていくため

の重点プロジェクトなどもはっきりしないよ

うに思います。 

基本構想はまちづくりを進めるためのバイ

ブルであり、財政再建を進める本市において

は、限られた財源を有効的に投入し、ハード・

ソフト事業の一体的な展開に加え、戦略相互

の関連性も踏まえた施策の総合化も重要と考

えるが、こうした点は、計画策定に当たって

どのように考えているのか、お伺いいたしま

す。 

その２つ目は、庁内の行政執行システムの

改善についてであります。２１年度も一般廃

棄物最終処分場の法面保護土設置工事など、

予算を実質的に補正して初めて実施可能にな

った事業もあり、事業の積算や、事業の実施

時期の見通しなど、行財政運営の甘さが議会

でも問題となり、市としても改善をする旨の

答弁がございました。そこで、これまでどの

ように改善が図られてきたのか、また、今後

どのように対応していくのか、お伺いいたし

ます。 

その３つ目は、地域主権型社会を見据えた

市のあり方についてであります。明治以来、

長らく続いてきた、国が決め、地方が全国一

律に実施するという仕組みは、平成１２年の

地方分権一括法の制定により、多くの事務が

自治事務になったところであります。こうし

た流れの中、地域のことは地域で決める地域

主権型社会の実現を目指し、現在、国が自治

体の仕事を法令で細かく縛る義務づけ、格付

に関し、公営住宅入居基準など４１法９６条

項を一括改正することなどを盛り込んだ、地

域主権改革推進法案など、地域主権改革に関

する３法案が国会で審議されております。こ

れらの法案が成立すると、自治体の裁量でま

ちづくりを進めることができる範囲が拡大す

る一方、さまざまな基準について、自治体の

判断で作成することが求められるようになり、

地域の責任は、これまで以上に重くなると認

識しております。こうした一連の動きに対し、

市長は持続可能な地域経営に向けて、市役所

の意識改革を初め、時代が大きく変化してい

ることを市民に理解してもらうことなど、ま

ちづくりの最高責任者として、どのような考

えのもとで地域づくりを進めていこうとして

いるのか、お伺いいたします。 

その４つ目は、権限移譲についてでありま
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す。地域主権型社会にふさわしい自治体にな

るためには、市民サービスや事業者の各種手

続も市役所においてワンストップで対応でき

ることが望ましいことは、異論のないところ

であります。道においては、事務権限移譲方

針を作成し、市町村の手上げ方式を基本に市

町村と協議しながら事務権限を移譲している

と聞いております。本市でも、パスポートに

ついては来年度から権限移譲を受けるとのこ

とでありますが、地域主権型社会の到来を見

据えるとき、さまざまな事務権限について、

順次、移譲を受けていくことが必要であると

考えます。 

私は、平成２０年第２回定例会でお聞きし

たこともあり、さらに、今後のまちづくりに

も大きな影響もあることから、その後の事務

権限移譲の状況をお聞かせください。また、

道内３５都市や空知管内の各都市と比較した

場合、現状をどのように受けとめているのか、

さらに、今後、権限移譲についてどのように

対応されようとしているのか、お伺いいたし

ます。 

次に、大綱の３点目は、当面の地域活性化

対策についてお伺いいたします。 

その１つ目は、ホワイトデータセンター構

想の推進についてであります。財政の健全化

や市立病院の今後のあり方に加え、ＨＣＣの

経営問題や北海道専修短期大学が学生募集を

停止するといったことなど、まちの将来にな

かなか明るい展望を持つことができない事態

が相次いでおります。課題解決に向けては、

美唄市は、今年市制６０周年を迎えたことも

あり、今まで以上に行政、経済界、市民が一

体となり、知恵を絞り、企業誘致の推進から

も地域の活性化に取り組むべきと考えます。

そこで、雪氷冷熱、これで一定の実績を有す

る本市では、コンピュータを冷却する電力の

制御が図れるといった点や、空知団地という

広大な用地、情報関連技術者の育成機関の存

在などの比較的優位性を前面に出す。道とも

連携し、経済界にとどまらず、市挙げてデー

タセンターを誘致すべきではないかと考える

が、ご見解をお伺いいたします。 

その２つ目は、子育て支援環境の総合整備

について、これは市長並びに教育長にお伺い

いたします。 

先ほども少しく触れましたが、子育て支援

に積極的に取り組んでいる中で、合計特殊出

生率はなかなか改善されておりません。 

次世代育成支援美唄市行動計画（びばいっ

こすくすくプラン）、これは２２年度から２６

年度までの後期計画でございますが、これが

策定され、これから計画を推進するに当たり、

子育てから子育ちを一貫する形で、次代を担

う子どもたちの健全な育成に向けて、保健福

祉部、市教育委員会の連携はもとより、経済

界や市民のさまざまな力を結集し、社会全体

で子育て支援をする環境を総合的に整備し、

子育てしやすいまち、子どもに優しいまちと

いったメッセージを、広く市内外に具体的な

取り組みを通じて伝えていくことが今こそ必

要ではないかと思います。この件につきまし

て、市長並びに教育長に所見をお伺いしたい

と思います。 

また、道の子育て支援地区モデルの指定を

受け、この２月に市として取りまとめた美唄

市子育て支援検討会議検討結果報告書には、

地域社会全体で子育てを支援する、子育て支
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援環境の整備を図る美唄市子育て支援サポー

ター制度の創設と、親子が気軽に集い、みん

なが元気になる共生の場づくりとして、地域

家族形成事業が盛り込まれております。この

地域家族形成事業は、子育て世代に限らず、

学童、勤労青少年、高齢者が気軽に集い、核

家族化やひとり暮らしの高齢者が増加する中、

ともに支えあい、安全・安心な暮らしを実現

するとともに、中心市街地の空き店舗を活用

することにより、交流などの機能の集積を図

り、中心市街地の活性化にも寄与することが

期待されるものと承知しております。しかし

ながら、最近この事業を取りやめるとの話を

お伺いいたしましたが、どのような理由によ

って取りやめようとしたのか、お伺いいたし

ます。加えて、この事業については、道にお

いて子育て支援環境の整備に向け、既に道内

各市町村に普及啓発しているとも聞いており、

単純に取りやめることはできないと考えます

が、これまで、道とはどのような調整、協議

を行い、取りやめについては道の理解を得て

いるのか、一連の経緯を市長にお伺いいたし

ます。 

以上をもちまして、この場からの質問とさ

せていただきます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 高橋議員の質問

にお答えします。 

初めに、美唄市のまちづくりの現状と課題

について、まちづくり評価の結果についてで

ありますが、本市の事務事業評価システムで

は、事務事業評価及び施策評価については毎

年、まちづくり評価について３年ごとに実施

することとしております。本年３月に取りま

とめていただいた第３回まちづくり評価は、

次期総合計画に関して協議をお願いしている、

美唄未来会議の皆さんに実施していただきま

した。評価の方法としては、福祉、環境、交

流、まちづくり全体の４分野を１３項目に分

け、ＡランクからＥランクまでを５段階で評

価していただき、第２回の評価と比較すると

全体に評価が下がっている内容となっており

ます。市といたしましては、サービス水準の

維持に努めておりますが、財政健全化の取り

組みによる公共施設の廃止や、市民負担の増

などの要因が評価に影響したのではないかと

受けとめております。まちづくり評価の結果

については、美唄未来会議で具体的な提言に

まとめていただき、去る８月３１日、私宛て

に提出して頂きましたので、この提言を次期

総合計画に反映させることとしております。 

 次に、他市との比較についてでありますが、

まちづくり評価に際しては、市民の皆さんの

日常のまちづくりに対する感覚を大切にして

評価していただくようお願いいたしましたが、

ほかのまちとデータを比較することも判断の

要素としては重要でありますので、これらの

データを提供し、評価の報告書にも掲載した

ところであります。データの中身は他市より

も数値で低いものもありますが、客観的な本

市の位置を知るものとして必要なものであり、

今後のまちづくりの参考にしてまいりたいと

考えているところであります。 

 次に、美唄市の新しい総合計画について、

次期総合計画についてでありますが、現在、

基本構想及び基本計画について素案を取りま

とめ、総合計画審議会に諮問をしたところで

あります。その中で、都市像については、１
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０年間のまちづくりのビジョンとなるもので

あり、美唄未来会議からの中間報告の提言を

参考にし、本市の強みを活用したまちの活力

づくりと美唄らしいまちづくりを念頭に、

「食・農・アートが響きあう緑の都市美唄」

とし、サブタイトルとして「命がきらめく美

しき唄のまちを目指して」としております。

また、都市像とともに財政健全化の成長戦略

を設定しており、にぎわいづくり、潤いづく

り、人づくりの３つを掲げ、地域資源の活用

とともに、新たな地域資源の創出、まちの財

産としての人の人材育成を行うことにより、

持続可能なまちづくりを目指していくことと

しており、全般にわたって、この３つの戦略

に基づき施策を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、行政執行システムについてでありま

すが、入札契約制度検討委員会における検討

結果を踏まえ、本年３月１日付で工事発注課

と予算執行課が異なる場合の積算や、入札執

行に至る手順などを明確にし、全庁的に周知

の徹底を図ったところであります。 

また、不動産の売買につきましては、必要

に応じて不動産鑑定評価を依頼し、その評価

結果を踏まえ、売買の協議に入ることなど、

事務執行体制の改善に取り組んでいるところ

であります。 

 次に、地域主権の推進についてであります

が、本年３月の通常国会に地域主権戦略大綱

に基づき、義務付け、枠付けの見直しなどを

内容とした地域主権推進一括法案が提出され、

現在、継続審議となっております。この法案

では、道路や公営住宅などの施設、公物設置

管理の基準、国との協議や承認などの手続き、

計画の策定など、各種の義務づけや枠づけを

見直すことにより、地方の自主性を強化し、

自由度の拡大を図る方法が示されております。

市といたしましては、今後の法案の行方を注

視するとともに、制定や改正が必要となる条

例の洗い出し作業などを行い、準備を進めて

おりますが、国からの詳細な情報が非常に少

ない状況にあるため、道や市長会などを通じ

て情報収集と、その提供をお願いしていると

ころであります。 

いずれにいたしましても、本市では、まち

づくり基本条例を制定し、市民主体のまちづ

くり、協働のまちづくりを目指しております

ので、この基本原則を進める上でも、地域主

権の流れを受け、本市の状況においた基準の

あり方などを、さらに検討してまいりたいと

考えております。 

 次に、権限移譲についてでありますが、移

譲を受けた事務について申し上げますと、平

成２１年度では、高齢者・障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律に基づく特定路

外駐車場の設置の届け出の受理に関する事務

など６件、平成２２年度では農地法に基づく

農地または採草放牧地の権利移動の許可に関

する事務など３７件となっており、これまで

３０９件の事務が移譲されております。 

また、平成２３年度につきましては、旅券

法に基づく一般旅券の発給申請受理交付に関

する事務など、１８件の移譲を受ける予定で

あります。他市との比較においては、必ずし

も多いとは言えない状況にあります。 

また、権限移譲の考え方ですが、本市にお

いては、事務処理経費や、専門的な知識を有

する職員の配置など、財政的、人員的な課題
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を踏まえ、市民の利便性の向上につながるも

のにつきまして、優先的に進めてまいりたい

と考えております。 

 次に、当面の地域の活性化について、ホワ

イトデータセンター構想の推進についてであ

りますが、ホワイトデータセンター構想は、

美唄自然エネルギー研究会が２００８年１０

月に発表したもので、データセンターの冷房

に寒冷な外気と雪冷熱を活用するとともに、

コンピュータから発せられる排熱を利用して

農産物を育てるなど、農業と情報産業と雪を

融合させる構想であります。データセンター

誘致につきましては、昨年、北海道が空知団

地を含む５地域の工業団地を北海道内におけ

るデータセンター適地として選定したことや、

熱を発するコンピュータの冷却が必要なデー

タセンターは、寒冷地の建設が有利と言われ

ていることなどから、本市と奈井江町などで

構成する空知団地企業誘致推進会議において、

今年度の企業誘致の重点方針と定め、第６期

美唄市総合計画にも雪冷熱を活用したデータ

センターの誘致促進を盛り込んでいるところ

であります。 

また、国においては、データセンター事業

者の中で注目されているコンテナ型データセ

ンターにかかる規制緩和を実施した事から、

市では誘致に向けて８月１８日に美唄自然エ

ネルギー研究会の協力により、ハイテクセン

ター横に雪山を設け、美唄未来開発センター

のサーバー室を雪冷房システムによって冷や

す実証実験を行ったところであります。この

取り組みは、世界初の試みであり、雪冷熱利

用の安定的成果を可視化することは、データ

センターの雪冷熱利用における美唄市の優位

性をアピールすることになると考えておりま

す。このため、実験結果をホームページで公

表するほか、データセンター誘致用のパンフ

レットを作成するとともに、今後につきまし

ては、道や国と情報交換を行いながら、デー

タセンター事業者にアンケート調査の実施や

企業訪問等を予定しております。 

 次に、子育て支援環境の総合整備について

でありますが、子育て支援センターを拠点と

して、関係機関や団体、ボランティア等との

連携により、登下校の見守りや市民の運営に

よる託児サービス、企業による子育て支援な

どの取り組みが広がりを見せつつあります。

子どもが健やかに育ち、安心して子育てがで

きるよう、子育てを社会全体で支えあう仕組

みをつくるため、教育委員会を初めとする行

政機関や、各種団体と連携・協働しながら、

計画的に取り組むことが重要であり、住民組

織やボランティア団体、企業などの幅広い参

加を得ながら、総合的に支援施策を推進する

ことが大切なことと考えております。 

 次に、地域家族形成事業についてですが、

平成２１年度に北海道からモデル地区指定を

受けた地域子育て力パワーアップ事業で設置

した美唄市地域子育て支援検討会議の中で、

子育て支援対策の構想の１つとしてまとめら

れ、今後５年間の次世代育成支援美唄市後期

行動計画にも位置づけているところでありま

す。北海道との協議経過については、これま

で３回にわたり協議を行ってきたところであ

ります。 

市としましては、子どもや子育て家庭、地

域の方々が気軽に集える交流の場づくりに努

めてきたところであり、その重要性は十分認
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識しているところでありますが、この事業は、

市民主体での運営を基本としていることから、

現状では主体的に運営にかかわる団体等の確

保が難しい状況にあるため、今後も関係する

市民団体等と協議を重ねるとともに、道とも

協議しながらさらに検討してまいりたいと考

えております。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長安田昌彰君（登壇） 高橋議員の質

問にお答えします。子育て支援環境の総合整

備についてでありますが、次代を担う子ども

たちが心身ともに健やかに育つことは、私た

ち市民の願いであります。今日、核家族化の

進展や出生率の低下による急激な少子化の進

行がもたらすさまざまな課題に対し、安心し

て子育てができる環境づくりを総合的に推進

していくことは重要なことと考えております。

これまで教育委員会では、放課後における子

どもたちの居場所作りと働く保護者を支援す

る放課後児童対策や、子ども会育成連絡協議

会と連携して、青少年の健全育成事業など、

環境整備に努めているところです。これらの

施策をさらに充実発展させるためには、見守

りや声かけなど、地域での支え合いや本市の

さまざまな社会資源を生かし、家庭、学校、

地域が一体となって子どもたちを育んでいく

ことが重要であります。 

このため、今後とも市長部局や関係機関、

団体などと連携を図りながら、市民との協働

のもと、地域社会全体で子どもが健やかに育

ち、安心して子育てができる仕組みづくりに

一層努めてまいります。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 ５番、高橋幹夫議員。 

●５番高橋幹夫議員 一通りご答弁いただき

ありがとうございます。自席から何点か再質

問という形でさせていただきたいと思います。 

まず１つ目なんですが、美唄市のまちづく

りの現状と課題の他都市との比較についてな

んですけども、先ほど示した４つの項目は低

位の水準でありますから、これは重点的に努

力して、市民の理解をお願いするという旨で

記載をされたのか、この辺どういう趣旨で記

載をされたのかわからないんですけども、こ

の辺のことをちょっとお伺いしたいというこ

とと、それから、項目選定の理由で、低位に

ある水準については、それぞれ個別の計画な

どで目標数値というものが設定されていると

思うんですけども、これ改めて４つの項目ご

とに、どのように取り組んでいくのかお伺い

したいと思います。 

それと、美唄市の新しい総合計画について

の庁内の行政執行システムの改善についてな

んですけども、予算審査を円滑に実施できる

よう、事前調査票など、関連資料がそれぞれ

の会議の中で添付されておりますけども、継

続事業の場合、前年度予算や事業実績、効果、

また、新規の施策の場合は、期待される効果

に加えて、関連する事業との一体的展開の可

否、事業期間、年次目標を一層明確にして、

より具体的にわかりやすいものにすることに

よって、市民の理解も深まるほか、事業を立

案する部局もこれまで以上に詳細に事業内容

を検討して、その上に立って、予算査定が行

われることにより、むだを省いて、投資効果

の高い事業が実施可能になると考えるが、今

後、新しい計画のスタートに向けて、こうし
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たシステムを庁内に導入、または定着させて

いくお考えがあるのか、お伺いをしたいと思

います。 

それから、権限委譲についてなんですけど

も、権限移譲に関する答弁では、これは答弁

の中にはございませんでしたが、私が独自に

調べた部分では、道内３５市では下から４番

目の３２位、空知管内の各市とも比べて多く

の事務権限移譲を受けていないということで

ございます。地域主権型社会になれば、自治

間の格差も広がり、攻めのまちづくりを進め

ていかないと、このまちに住み続けるだけの

魅力がなくなり、負の連鎖から夕張のように

一挙に人口の流出にといったことも懸念され

るというふうに思います。改めて、市長の今

後のまちづくりに関する考え方をお聞かせく

ださい。 

それから、当面の地域活性化対策について

なんですけども、御答弁いただいた子育て支

援環境の総合整備については、正直なところ、

極めて一般的で具体論に乏しいように思いま

した。今抱えている課題やニーズをしっかり

把握し、これに対応して、必要な施策を機動

的に実施することと、経済界や市民にも協力

を求めていくといった姿勢で取り組まない限

り、社会全体で子育て支援をする環境を具体

的に整備することには結びつかないというふ

うに思います。そこで、今回のこの評価につ

いて、低下の原因はどこにあったのか。それ

と、このことをどのように受けとめているの

か。また、今後に、このことをどのように踏

まえて、具体的な取り組みを進めていくのか、

お伺いをしたいというふうに思います。これ

は市長にお伺いをしたいと思います。 

最後に、地域家族形成事業なんですけれど

も、今年の３月に行動計画にも掲げ、推進に

当たり協議検討がなされております。計画が

進まない課題として、今ほど御答弁がありま

したように、主体的に運営にかかわることが

可能な団体の確保が困難な状況にあると判断

されているというようなことでございますが、

この現状の市の整理については、事業の目的

やハンドリングイメージ、特に官が先導的に

立ち上げ、民の力を引き出すといった地域経

営の視点が欠落しているのでないかなという

ふうに思います。従来型のまちづくりからの

発想でしかないように私は思います。今後、

道との協議を進めながら検討するに当たって、

できない理由を述べるよりも、どうしたらで

きるとの議論を積極的に進めていくことが必

要と考えますが、市長の見解を求めたいと思

います。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 高橋議員の質問に順次お

答えします。 

初めに、他市との比較データについてであ

りますが、まちづくり評価では、現在の総合

計画の福祉、環境、交流という重点施策にま

ちづくり全体を加えた分野を対象として、そ

の成果をどのように評価するかという作業を

お願いいたしましたので、これらの分野の活

動や成果をわかりやすく比較するため、参考

データとして取り上げたものであります。合

計特殊出生率は、本市が１．１９で北海道平

均も１、１９となっており、少子化が進んで

おりますので、地域全体で子育て家庭を支え

る仕組みづくりや、子宮頸がんワクチンの助
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成など、子育てしやすい環境づくりをさらに

進めてまいりたいと考えております。 

リサイクル率につきましては、特に古紙等

の集団回収によるリサイクル量が把握できて

いない面がある事から、数値が低くなってい

ると考えられますので、今後、集団回収の活

動の把握などに努めるとともに、一層のリサ

イクルの推進を図ってまいります。 

観光入り込み客数については、他市の場合、

道の駅の入り込みが含まれるなどの要素もあ

りますが、本市においてはグリーン・ツーリ

ズムを初め、市外での観光プロモーション活

動やホームページなど、さまざまな媒体を使

ったＰＲ活動を行うことにより、観光入り込

み客数の増加を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

道路舗装率については、行政面積や道路延

長の違いにより、単純比較ができない面もあ

りますが、今後とも着実に整備を行ってまい

りたいと考えております。 

 次に、行財政の執行についてでありますが、

次期総合計画においては、これまでの経過を

踏まえ、計画、予算、執行、評価、点検、見

直しという、いわゆるＰＤＣＡサイクルを徹

底し、成果を重視した効率的で透明度の高い

自治体経営の確立を目指すこととしていると

ころであります。 

 次に、権限移譲についてでありますが、地

域主権型社会を確立する上で事務権限移譲を

進めていくことは重要であると認識しており

ますので、直接、住民サービスにつながる事

務などにつきましては、積極的に移譲を進め

てまいりたいと考えております。 

 次に、子育て支援にかかるまちづくり評価

についてでありますが、平成１８年度の評価

Ｂが平成２１年度にＣとなったことについて

は、評価の内容として、子どもを産むことが

できる産婦人科が市内になく、産むことに関

しての評価が低くなったことが要因と考えて

おります。このことは産婦人科医が砂川市立

病院の地域周産期母子医療センターに集約さ

れたことにより、市内で出産ができなくなっ

たことによるものであります。市としまして

は、今後とも、出産時の子育て家庭への支援

に向けて、一時保育や延長保育、ショートス

テイなどの保育サービスの推進に努めてまい

りたいと考えております。 

 次に、地域家族形成事業についてですが、

市といたしましては、子どもや子育て家庭、

地域の方々が気軽に集える交流の場づくりに

努めてきたところであり、その重要性は十分

認識しているところでありますが、この事業

は、市民主体での運営を基本としていること

から、現状では主体的に運営にかかわる団体

等の確保が難しい状況にあるため、今後も関

係する市民団体等と協議を重ねるとともに、

道とも協議しながら、さらに検討してまいり

たいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 ５番、高橋幹夫議員。 

●５番高橋幹夫議員 ありがとうございまし

た。 

十分に理解したつもりでおりますが、全体

を通じてなんですけれども、今後、地域のこ

とは地域で決めるという地域主権型社会を迎

えることは確実であり、そうなれば、地域の

特性が生かされる可能性が拡大する一方で、

地域のガバナンス能力によって地域力の格差
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が一層拡大していくということも懸念される

と思います。こうした意味においても、自治

体経営力がまさに試される時代を迎えており、

市長を初め、市職員一人ひとりが市民と向き

合い、また、周辺自治体との連携を初め、道

との関係もさらに高め、効果的な施策の展開

を図るなど、これまで以上に魅力あふれるま

ちづくりに向けて、一層努力することが必要

だというふうに思います。そんなようなこと

をちょっと感想として述べさせていただきた

いと思います。 

それと、地域家族形成事業についてなんで

すけれども、先ほど来からお話しているとお

り、今回、事業が棚上げする理由の１つは、

民間に任すという部分にしてもキーパーソン

となる人材や団体が育っていないというよう

なことでございます。これは、私の民間の考

えからしても、なかなかその理由に当てはま

らないんでないかなというふうに思います。

今日、協働のまちづくりが重要になっている

ことは承知のとおりであり、市民のまちづく

りの関心を高め、具体的にまちづくり活動に

参加をしていただけるよう、仕向けること、

この事が市役所の大きな仕事ではないんじゃ

ないかというふうに思います。これまでの縦

割りで上意下達方式であったそれぞれの部局

では、もはや対応が困難になってきているん

でないかなというふうに思います。商工交流

部ですとか、都市整備部ですとか、市民部、

市教委なども含めて、全庁横断的に検討する

課題であるというふうに思います。また、中

心市街地の活性化を進めている商工会議所や

子育て支援などの関係者も交えて、このこと

については検討する必要があり、そして、こ

の検討が熟成して、初めて使い勝手のよいハ

ード整備につながっていき、また、運営も多

くの者が関与するということは、必ず可能な

ことだというふうに思います。そういったこ

とが、まさにコーディネーションをする役割

が、まちづくりの総合主体としての市の重要

な役割と思っております。従来型の行政手法

に終始しないで、道との連携もしっかりと取

りながら、今後の施策の組み立てに期待を申

し上げるところでございます。何かご見解が

ありましたら、お伺いをしたいと思います。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 高橋議員の質問にお答え

します。 

先ほどの地域家族形成事業につきましては、

これは、いろんな事情があるというふうに承

知してございます。必要性等は承知するもの

の、やはり、主体的に経営をする方、この方々

というか団体が、今のところ確保できないと

いう状況では、この事業の実施は私は難しい

ものと考えてございます。ただ、このあたり

をいろいろ道とも協議しながら、この事業の

あり方等について、またさらに検討を重ねて

まいりたいと考えているところでございます。 

いずれにいたしましても、地域主権の進展

によりまして、市町村は、住民に最も身近な

総合行政主体として位置づけられ、高度に多

様化してく住民ニーズに適切に対応していく

事が求められており、また人口減少や高齢化

が進展していく中で、今後とも、必要なサー

ビスを提供し続けていくためにも、広域的な

連携や協働のまちづくりは欠かせないものに

なってまいります。 
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私といたしましては、まちづくり基本条例

の理念と基本原則に基づき、市民の皆さん一

人ひとりが意欲と希望をもって、まちづくり

に広く参加していただき、まちの魅力を一層

磨き上げることにより、新たな魅力と活力が

響きあうまちを実現してまいりたいと考えて

おります。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

１３番、紫藤政則議員。 

●１３番紫藤政則議員（登壇） 私は、大綱

４点につきまして、市長に伺います。 

１つは人事行政、これは、そろそろ美唄市

の職員の賃金、今年の賃金どうするかという

ことを決める時期になりましたので、そのこ

とを中心に人事行政についてが１つ。 

２つは、福祉行政の生活保護行政ですが、

これは、美唄の福祉のまちとしての保護行政

が展開されているのかという部分、お聞きを

するということでございます。 

３つ目は、財政健全化と土地開発公社です

が、特に、将来負担比率が全道に比して極め

て高い状況にある、いわゆる率が悪いと。こ

の辺の将来負担をどのように解消していくの

かと、土地開発公社の経営と合わせてお尋ね

をするというのが３つ。 

４つ目は、企画・労働行政としまして、今

ほどもありました総合計画の計画策定の状況

をお尋ねして、いいものができるのかどうな

のか、検証したいということが４つ目でござ

います。以下、順次、端的にお尋ねします。 

人事行政ですが、私は、今まで未払賃金を

やっちゃいけないということを、この場でも

委員会でも申し上げました。それは時間外労

働が未払いの事実がありまして、そのことを

指摘をした経過がございます。時間外労働の

把握と、サービス残業をさせないと、こうい

うことの仕組みづくり、あわせて未払賃金な

んてないんだろうと思いますが、現状どうな

ってるのか。あわせまして、今非常に暑い時

期ですが、冬期間、非常に寒い庁舎でありま

して、安全衛生法に基づく照度とか、それか

ら室温、こういったものがルールが定められ

てるわけですが、特に寒さ対策ということを

講じるようにということを申し上げましたが、

これがどのような状況になっているかという

こと、これが人事行政の１つであります。 

２つは、冒頭申し上げました今年の賃金決

定でありますけれども、人勧が８月１０日に

出されまして、２年連続の、言わば減額勧告

であります。特に、５０歳以上の高齢者に対

した厳しい勧告が出されているわけでありま

す。この辺の扱いですが、美唄の場合は既に

財政健全化計画の中で４１億のうちの財源捻

出の７１％が人件費と、その大宗が職員の人

件費でありまして、ここで、トータルとすれ

ば、額でいけば１５％もの減額をしようとい

う計画が出され、着実に実行されている訳で

ございますが、この中に飲み込むべきだろう

と。新たな削減をすべきでないということを、

明確に方針を示していただきたいということ

が２点目であります。 

３点目は、再任用でありますが、平成１３

年にできた制度でございまして、年金の支給

開始年齢、これが切り下げになったと。こん

なこともありまして、その間どう暮らすかと

いう、そのための措置として再任用制度がで

きました。お一人かお二人か対応しましたが、



 - 30 - 

この財政の厳しい問題、それから地域の厳し

い声、こういうものがありまして、現在凍結

をしている状況であります。これを解除すべ

きだろうと私は思うわけでありますが、この

ことについての御認識をお尋ねをしたい。 

４つ目、時間外ボランティア活動の実態と

課題でありますが、よくまちで見るのは、草

刈りをしている職員の姿、それから、地域に、

言わば地域の状況、行政の今やっていること

をお伝えをしたり、なんか困ったことありま

したらどうぞという、御用聞きみたいなお仕

事をなさってる、地域の支援サポートシステ

ムということでしょうが、これらに関しての

状況、どう取り組まれて、どんな課題がある

のかということを教えてください。 

５点目、定数外職員の働く条件の改善であ

りますが、現在、美唄のこの庁舎、庁舎内外、

市長が使用者として抱えている定数外職員、

嘱託・臨時とおりますが、１７０名程度働い

ているわけでございます。４００数名の正規

職の割合からしますと３割、非正規というこ

とでいるわけでございます。この比率はそう

変わってない。一方、この働く条件、労働条

件というのは、言わば、労働に見合うような

体制もありますけれども、正規職と同じ業務

を同様の内容で実施をしていて賃金だけが低

い。言わば、公務員労働者でもワーキングプ

アが起きると、こういう実態になっている部

分もあるわけでございまして、これらの定数

外職員の働く条件を改善をしていくべきだろ

うと。１つには賃金、１つには正規職員への

登用、そして３つには、提言とか苦情とかを

受け入れるそういう仕組みづくり、これらを

１つの目的を持って方向を示して、そして、

着実に進めていくべきだろうと、こう思うわ

けです。今年の北海道の地域包括最賃、６７

８円プラス１３円という事で決着を見たわけ

でございまして、このような状況も踏まえて、

美唄市として、使用者として、この辺の待遇

改善を行うべきだろうという考えを持ってい

る訳ですが、それに対する考え方を示してい

ただきたい。 

６点目、市政に対する職員参加の現状と課

題でありますけれども、これは主に、職員が

まちづくりに参加をする、市政に参加をする

さまざまな方策がありますが、私は、政策立

案、政策提言、そして改善、これらの職員が

具体的にどのような状況で参加をしてるんだ

ろうかということについて、現状承知をして

おりませんので、この辺の状況と課題があれ

ば、あわせてお知らせをいただきたいという

ことでございます。以上が大綱１点目でござ

います。 

大綱２点目は、福祉行政で生活保護行政に

絞ってお尋ねをしたいと思います。今年の決

算書ですね、後日、決算審査特別委員会で審

査がなされますが、その中の決算報告書の事

業の概要の中に、生活保護行政ということが

記載をされています。生活保護率、市民１，

０００人当たりの生活保護受給者の数であり

ますけれども、これが３１．７９パーミルと

いう数字が出されました。従来から、美唄の

生活保護率というのは、道内の中でも高い位

置にいると、言わば悪い方から高い位置にい

ると、こういうふうに承知をしておりますが、

単に生活保護の率の問題だけではなくて、美

唄の生活保護というのがどういう状況にある

んだろうかということで、４点に分けてお尋



 - 31 - 

ねをいたします。 

１つは、美唄市の保護世帯がどういう特徴

を持っているのか。これは、具体的に申し上

げれば、母子家庭が多いとか、高齢者が多い、

障がいを持っている方が多い、こういう世帯

類系型の分析がどのようになされているかと

いうことであります。 

それからもう１つは、これもそれらと類似

するものがありますけれども、保護の、言わ

ば事業期間の問題もあるわけでございます。

国は保護統計をしておりまして、さまざまな

分析をしていますが、市長が感じて美唄の保

護世帯の特徴というのはどうかと、これはご

答弁おまかせしますが、どういうふうに認識

をしておられるのかですね。あわせまして、

先ほど、生活保護率３１．７９パーミルとい

うのが数字で出たというお話をしましたが、

これが、道内の他の都市、一部ですね、これ

は、旧支庁管内のデータも入ると思いますが、

これらとの比較をして、どの位置にあるのか、

この辺を教えてください。 

２つ目はですね、主なモデル世帯の生活保

護基準額であります。これも国の統計であり

ます。単身者、それから、言わば標準モデル、

今は３人だそうですが、こういった人方の基

準額、いわゆる健康で文化的な最低限度の生

活をするための最低保障賃金、これが、美唄

市の場合、北海道の中の美唄の、級地もある

でしょうが、これはどのぐらいの基準額にな

っているのか、モデルで示して教えていただ

きたい。あわせまして、これは、先ほど言い

ましたように、健康で文化的な最低限度の生

活、これらを保障すると、そういうために生

活保護制度があるとすれば、しからば、一般

的に該当している方がどれだけ生活保護を受

けているのか、これは捕捉率という表現をし

ますけれども、一般的にこの捕捉率が極めて

低いと言われています。ボーダーライン層で、

ぎりぎりの生活を歯を食いしばってなさって

いる方が多くいらっしゃる。この辺の最低限

度の生活以下で、毎日の暮らしを立てている

方が美唄にどのような状況になっているのか、

どれだけおいでになるのか、生活の状況はど

うなんだろうか、この辺の把握をなさったこ

とがあるのか。なさっていれば、その状況に

ついて教えていただきたい。なさってなけれ

ば、結構でございますが、その辺の実態につ

いて教えてください。 

それから３つ目は、自立支援プログラムの

仕組みと実施状況でありますが、私は不勉強

でありまして、この内容についてわかりませ

んでした。北海道新聞が、釧路の生活保護の

ことをシリーズで取り上げていました。美唄

は３１．７９ですから、３０人か３１人ぐら

いですか、市民１，０００人に対してそのぐ

らいの数字と。釧路は２０人に１人ですね。

これが、生活保護の受給をしているという事

で、大きく取り上げていました。失礼しまし

た。５０人に１人でしょうか。５０人に１人

ということだったと思いますが、この辺です

ね、この辺の中で、自立支援プログラムが取

り上げておりまして、基本的に生活保護法の

目的にある社会復帰、自立を助ける、そのた

めの仕組みであるとすれば、なるほど、こう

いう自立支援ということが行われてるんだと

いうことがわかったわけでございます。美唄

市の場合、どのような仕組みで取り組まれて

いるのか、この辺を教えてください。 
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生活保護行政の最後でありますが、ケース

ワーカー業務と働く環境についての課題につ

いてであります。生活保護の現場の実践にい

るケースワーカー、非常に業務がハードであ

るということと合わせて、近年特に、さまざ

まな精神的な負担が大きいとも言われていま

す。お一人お一人の生活を一身に背負う、こ

のストレスというのは、言わば経験したもの

でなければわからないというふうに私は思う

わけであります。市の職場の中でも私は常々

申し上げるんですけれども、この生活保護を

実施をするケースワーカー、それから、税の

徴収、負荷をする税の現場、これらを経験し

なければ一人前の職員にならない、これらを

経験しなければ総務部長にはなれないとよく

言われたもんであります。それぐらい最も基

礎的な仕事として、職員がそういう思いで全

ての業務に当たらなければならない職場だと

いうふうに教えられました。しかし、現実は、

この職場、ここ数年はどうかわかりませんが、

心の病を持つ職員が多かったり、言わば、決

して目を輝かせて仕事ができる環境にはない

というふうに押さえている訳ですけれども。

これらのケースワーカーの業務の実態と、そ

して、これら今申し上げました課題、これは、

現在そういうことないということであればそ

れで結構ですが、どのように認識をしておら

れるのか教えてください。 

大綱３点目は、財政健全化と土地開発公社

についてであります。 

１つ目は、財政健全化指標と計画推進管理

についてお尋ねします。健全化の４指標、こ

れらの特徴と計画推進管理に当たっての留意

点でありますが、健全化の４指標の道内のラ

ンクを教えてください。平成２１年度の決算

でその数字は美唄のは出ましたが、恐らく全

道平均のデータということになりますと、１

年ずれ込むんでないかという気が致しますけ

れども、この全道の平均値と美唄市の位置で

すね、どういうふうになっているのか、それ

を教えてください。 

あわせまして、将来負担についてもお伺い

をいたします。将来負担比率は、これはレッ

ドカードの前のイエローカードですね。イエ

ローカードだけの基準というふうに認識をし

ていますが、これは、標準財政規模の３．５

倍、この範疇で言わばセーフということであ

ります。美唄は、この数値が出てから常に３

００に極めて近い数字で推移をして、夕張を

除いて断トツの状況であります。これらの将

来負担比率が極めて高いと、２９０、２８０

と、こういう数字だと思いますが、これらの

要因、どこにあるのか、この辺をどう分析し

ておられるのか教えてください。 

それから、財政健全化計画推進市民委員会

の役割と、あるべき推進管理についてお尋ね

をします。私は、しつこくこのことを申し上

げました。市民統制が必要だと。財政健全化

の推進管理に当たる、執行権を持つ首長だけ

が、そして後追い議会だけがチェックをする

ということじゃなくて、市民の目線で、しっ

かりと推進管理に加わってもらうような体制

をつくるべきだと言うことを申し上げた。市

民統制という言葉を使いましたが、具体的に

実行に移していただきました。活動をしてい

るというふうにも承知をしています。これら

の委員会の役割がどういう役割で、そして、

これらの市民委員会の推進管理というのはど
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のように行われているか、このことをお伺い

したい。 

その中で私は、最近もプレス空知に、この

市民委員会の記事が載ってございました。指

摘をしてよかったなと思いました。いろんな

ご意見が出されているようでございます。し

かし、常に市側が、物の考え方の整理、言わ

ば推進管理に当たっての骨組みの提起。その

際、具体的に今回のように３億数千万の歳計

剰余金が出たと、こういう場合をどうするか。

逆に、計画がうまくいかなくて赤字が大幅に

出た、こういう場合にはどうするかと。その

際の、場当たりでない優先順位というものを、

ルールとして持っていなければ、議論になっ

ていかないと私は思うわけでありまして、こ

れらの優先順位の定め、このこともこの市民

委員会を機能するためにも必要だろうという

気がいたしますので、この辺の考え方につい

てあわせてご答弁いただければと思うわけで

あります。 

土地開発公社の問題についてお尋ねをいた

します。現在の公社の経営状況、これは６月

の定例会でも土地開発公社の経営状況、決算

でございますけれども示されたわけでござい

ます。私は長いことこの議会にかかわってお

りますが、この三セク公社の経営状況をほか

と比較して、ほかの公社なり、三セクと比較

して、果たして美唄がどういう経営状態にあ

るのかということを比較するすべを持ってい

ません。早い話、あの決算書を見てもよくわ

からないというのが実態でございます。改め

て公社の経営状況がどのようになっているか

少しく、スタートは昭和４０年後半の公有地

拡大推進法、これができて、土地開発公社が

設立をされたわけですけれども、これらの設

立から、これはどういう押さえでやるかはお

任せしますが、この辺の推移と、よく言われ

ております５年以上所有したまま、そのまま

になっている、処分もできない、整地もでき

ない、こういうままになっている、いわゆる

塩漬け土地、これらの実態がどうなっている

か教えてください。 

土地開発公社の２つ目ですが、土地開発公

社は、経営健全化計画を仕立てました。そし

て、これは２０年が実質的なスタート、２０、

２１と経過をしたわけでございまして、これ

らがどのようになっているのか、計画と実績

の比較をしていただきたい。そして、比較に

差がある場合、その増減理由を教えてくださ

い。 

大綱の最後は、企画・労働行政についてで

ございます。 

１つ目は、次期総合計画。先ほども、同僚

議員から次期総合計画についての指摘がござ

いました。私は、少しく具体的に、主に計画

はできたが、つくることが目的で、使うこと

が目的でないような計画に、計画書にならな

いようにしていただきたい。即ち、生ける総

合計画であってほしい、こんなことで具体的

にお尋ねします。 

１つは、予算との連結、つながりですね。

計画、予算、そして決算、評価、こうなるわ

けですが、これらの連結が目指されているも

のになっているかどうか。 

２つは、数値目標、これは意識調査でチェ

ックをするというものもございますし、すべ

て数値目標を掲げられるということにはなら

ないと思いますが、数値目標を極力掲げて、
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その評価ができるように、成果指標として評

価ができるように、そういったようなことに

取り組まれておるのかどうか。 

３つ目、まちづくりの４つの主体、市民の

皆さん、職員の皆さん、そして首長、我々議

会、これらがまちづくりの４つの主体と言わ

れておりますが、その主体が策定過程にかか

わっているのか、どのようになるのかですね。 

４つ、市長の公約、生かされているのか。

向こう１０年の計画であります。言わば食の

駅構想、こういうのがどうなるのか、気にな

るわけであります。こういったような市長の

公約というのは、具体的に生かされた計画に

なっているのかどうなのか。 

それから５つ目、これは、私は常に口を酸

っぱくして申し上げておりますが、美唄には

実施計画がない。事業の項目を並べ立ててい

るだけである。それを具体的にどう実施をす

るかという、そういう手だてがあの計画書で

は見えない。財源の裏打ちも示されていない、

事業ごとの。これら実施計画、実行計画とい

うふうに表現をしているまちもありますが、

これらはつくるつもりなのかどうか。 

６つ目、個票です。これは、事業毎に個票

をつくって、そして進行管理をしっかりする。

具体的な事業がどのように実施をされている

のか、ずうっとぼっかける。こういった意味

での個票というのはつくるおつもりがあるの

か、お尋ねをいたします。 

中項目の２点目であります。主な重要施策

の経営について。共通点として、市長のコメ

ントが余りにも一方的と言うことのコメント

で、私は記憶をしています。美唄から去ろう

としたり、それから、運営の形態が変わった

りする部分の施設について、お尋ねをします。 

１つは、専修大学北海道短期大学。これは

既に御承知のとおりでありますし、私も経過

については承知をしているわけであります。

専修大学の学校の本部の関係者の皆さんとの

話し合いにも、参加をさしていただいた経過

もあります。これらの専大の今日までの計画、

これは、改めてかいつまんでポイントだけで

結構です。それと、これからどうなるのか、

白紙と言いましょうか、撤退反対、こういう

基本姿勢は持っているわけですが、現在もそ

れを堅持しておられるのかどうなのか、そし

て、そのために具体的にどういう対応をなさ

ろうとしているのか、対策を講じようとして

いるのか、こういった部分教えてください。 

２つ目は、北海道中央コンピュータ・カレ

ッジであります。ＨＣＣ、これも国が撤退を

表明をして、募集をしないということになっ

て、市は地元で経営してこうと、三セクで経

営をしようということで意思決定をしたわけ

であります。しかし、そのスタートであるこ

の平成２２年度の生徒の募集、これが３０名

が採算ラインというふうに説明はされていま

したが、これを下回った入学者だというふう

に承知をしています。この辺の状況を踏まえ

まして、改めて、このＨＣＣをめぐる国の撤

退表明以降の経過、かいつまんで、そして今

抱えている課題、これは、あの国の建物をど

うするのか、国は地元の団体に、市に譲渡と

いうことでありましたが、無償譲渡というこ

とが成立したのかどうか。あわせて、国が直

接経費で持っていましたコンピュータの機器

のリース関係、これらもどうなるのか。これ

らの課題ということで承知をしていましたが、
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そのことを含めた課題が現状どうなっている

か、そして今後、先ほど言った子どもの数、

入学者が目論見どおり行かなかった、貸し付

けも１億４、５百万あるわけでございまして、

これらの返済というものがどのようになるの

か、経営がスムーズにいくのかどうなのか、

今後の経営見通し、お知らせください。最後

ですが、美唄市ふるさとハローワークに関し

てでございます。これも、撤退が明らかにな

って、既にコアの中で新しい施設として稼働

しています。活動している訳であります。こ

れらの、改めて運営主体と市の役割、経費の

問題、市の負担の問題、相談業務の内容、利

用状況、利用者の反応、現時点で押さえてお

られる課題と認識の評価、これらについてお

尋ねをいたします。 

以上でこの場からの質問を終わります。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 紫藤議員の質問

にお答えします。 

初めに、人事行政について、市職員の働く

環境や市政の職員参加についてでありますが、

初めに、時間外勤務につきましては、昨年度

において各課のヒアリングを実施し、事務の

執行状況や時間外勤務の状況の把握に努めな

がら、予算配当を超える時間外勤務が発生す

る場合は、状況を把握し予算配当の追加をす

るとともに、新たな業務などにより事務量の

増大した職場につきましては、職員の適正配

置により対応するように努めているところで

あります。また、ワークライフバランスの実

現のため、一斉退庁日を設けるなどに努めて

まいりたいと考えております。 

次に、職場の執務環境につきましては、労

働安全衛生法に基づく衛生基準として、室温、

照度などが定められており、基準の保持に努

めてきておりますが、冬期間の暖房につきま

しては、市役所本庁舎の構造や老朽化などに

より、１階の玄関付近や窓口などでは室温が

低い状況となっております。今後は暖房の仕

方や断熱の方法などについて、技術的な面も

含め検討を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、本年度の給与決定についての方針と

給与水準につきましては、国交準拠を基本に、

北海道人事委員会の公務員給与の調査結果等

を参考に決定しておりますが、本年度は、財

政健全化計画に基づく給与の独自削減を既に

実施しているところでありますので、さらな

る削減は考えていないところであります。 

 なお、平成２１年度の本市のラスパイレス

指数は、８７．９ポイントとなっており、全

道３５市のうち下から６番目の低い水準とな

っております。 

 次に、再任用制度につきましては、現在は

定員の適正化を進める中、これまでの労使協

議を踏まえ、職員の再任用協議制度の凍結は

やむを得ないものと考えております。今後は、

現在、国におきまして、公務員の定年の延長

と、退職年金制度のあり方について検討が重

ねられているところであり、これらも見極め

ながら、再任用制度のあり方について検討し

てまいりたいと考えております。 

 次に、時間外ボランティア活動の実態と課

題についてでありますが、職員のボランティ

ア活動につきましては、職員の勤務以外の日

や時間を利用して、自主的に美しきまちづく

りサポーターとして登録し、公園等の管理や
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各種イベントの分野で活躍していただいてい

るところであります。ボランティア活動は、

各業務とも年２回程度の参加状況となってお

ります。課題といたしましては、参加者の確

保や、市民から見て、ボランティアと職務と

の違いがまだ十分に理解されていない点もあ

り、今後はさらに市民周知に努めてまいりた

いと考えております。 

 次に、定数外職員の働く条件の改善につい

てでありますが、賃金につきましては、国の

指針を基本に一般職の１級１号捧をベースに

定めてきております。 

 また、職種に見合った賃金について、民間

や近隣市の状況及び最低賃金なども考慮しな

がら見直しを実施しているところであり、今

年度も他市と比較して賃金の低い職種の賃金

については、改善等を図ったところでありま

す。 

 職員の採用につきましては、条例規則など

に基づき採用してまいりたいと考えておりま

す。 

 また、職場における苦情や悩みは所属で対

応するほか、総務課も連携しながら対応して

いるところでございます。 

 次に、市政に対する職員参加の現状と課題

についてでありますが、事務改善や職員のア

イデアを反映する職員提案制度による提案募

集を行っており、多くの提案を採用している

ほか、総合計画における美唄未来会議への職

員の参加や、組織機構への発想や提言をする

行政組織等に関する庁内検討委員会を新たに

設置しているところであり、今後とも市政に

対して多くの職員が積極的に参加できる機会

を拡大するよう努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、福祉行政について、生活保護行政に

ついてでありますが、初めに、本市の保護世

帯の特徴ですが、高齢者世帯や母子世帯が約

３分の１を占めており、ほかに疾病等により

医療費が支払えなくなった方や、無年金者の

方が多いなど、全国的な特徴とは変わらない

ところであります。 

 次に、保護率の位置でありますが、平成２

２年３月末現在で３１．７パーミルと、全道

では１０位で、空知管内では４位となってお

り、旧産炭地という歴史的な経過からして、

恒常的に高い位置にあると考えております。 

 次に、基準額ですが、国で示されておりま

す一般的なモデル世帯で申し上げますと、住

宅扶助費も含め、４１歳の母親と小学生１人、

中学生１人の母子世帯で２３万９，６７０円、

５０歳代の夫婦２人世帯で１３万３，０４０

円、６５歳以上７０歳未満の単身高齢者世帯

で８万９，２１０円、７０歳以上の単身高齢

者世帯で８万６，１３０円となっております。 

 なお、本市で生活するための最低生活費の

額などにつきましては、把握していないとこ

ろであります。 

 次に、自立支援についてでありますが、国

では平成１７年度からスタートした制度で、

各実施期間で推進しているところであります

が、本市では、平成１５年度から就労支援相

談員１名を配置し、被保護者の就労実現に向

けて取り組んでおります。 

 また、そのほかにも就労相談や就労支援を

初めとする、さまざまな相談にも対応してお

り、道の指導監査では一定の評価を受けてお

ります。 
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 次に、ケースワーカーについてであります

が、国の基準では、ケースワーカー１人が担

当する世帯数は、市で８０世帯となっており、

本市では現在１人７８世帯を担当しており、

国の基準より若干下回っておりますが、その

業務は多岐にわたっております。このことか

ら、昨年４月よりグループ制を導入。さらに

今年４月からは、査察指導員とし主幹職を配

置し、月１回のグループ会議や主査２名を中

心に、個々のケースワーカーとのコミュニケ

ーションづくりに努めており、職場環境の改

善に取り組んでいるところであります。 

 次に、財政健全化と土地開発公社について、

財政健全化指標と計画推進管理についてであ

りますが、平成２１年度決算に基づく道内市

町村の健全化判断比率等速報値の公表は９月

末となるため、平成２０年度決算における道

内ランク等についてお答えいたします。４指

標のうち、実質赤字比率は該当しませんが、

連結実質赤字比率は１２．８２％で、該当す

る１２市町村中４番目に高い比率となってお

ります。 

実質公債費比率は２２．１％で、１８７市

町村中２３番目に高く、全道平均は１４．２％

となっております。 

 また、将来負担比率は２８７．２％で、該

当する１５４市町村中２番目に高く、全道平

均は１２８．４％となっております。将来負

担比率が高い要因としましては、平成１０年

度以降経済対策に呼応し、建設事業を拡大し

たため、一般会計及び下水道会計の地方債現

在高が増大したこと、区画整理事業の用地費

や土地改良事業等の債務負担行為額が多額で

あること、病院事業会計の累積赤字額が大き

く、連結実質赤字が生じていること。また、

財政調整基金等の基金残高が少額であること

などが挙げられます。 

 次に、財政健全化計画推進市民委員会につ

いてでありますが、計画の進行管理について

広く意見を求め、財政健全化に資するため、

８名の市民公募委員により４月７日に第１回

目の会議を開催し、これまで３回の会議を開

催したところであります。会議の進め方及び

委員の役割といたしましては、本市の財政状

況や美唄市財政健全化計画及び市立美唄病院

経営健全化計画の策定の背景や取り組み内容

について理解を深めていただくほか、健全化

指標や達成目標など、計画の進行状況を点検

し、今後の計画の推進方策について議論いた

だき、委員会としての考え方を１０月を目途

に提言としてまとめていただくこととしてお

ります。 

市としましては、この提言やこれまでの議

会議論などを踏まえ、さまざまな方策を検討

し、計画の早期実現に向けて取り組んでまい

りたいと考えております。 

 次に、土地開発公社の経営についてであり

ますが、美唄市土地開発公社は昭和４７年に

制定された公有地の拡大の推進に関する法律

の施行に伴い、昭和４８年５月に設立され、

これまでつつじ団地を初めとする住宅用地の

分譲販売や、市の依頼により行政財産目的の

土地の先行取得をしてきたところですが、長

引く景気低迷による土地購入意欲の低下や、

市の財政状況の悪化などにより、住宅用地の

売却や先行取得用地の買い戻しが進まず、面

積で約３９万平方メートル、簿価額にして約

５億９，８００万円の土地が５年以上の長期
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保有となっているところであります。 

市としましては、昨年１０月より札幌圏の

不動産関連企業などに対して、公共施設、保

健、福祉、介護関連施設に近接している公社

保有地の立地条件をセールスポイントに訪問

活動を行い、これら訪問企業と継続的に情報

交換を図り、長期保有地の早期売却に努めて

いるところであります。 

 次に、土地開発公社の経営健全化計画との

比較についてでありますが、平成２２年３月

末における負債につきましては、つつじ団地

など住宅分譲地の取得に係る金融機関からの

長期借入金約７億４，２００万や、美唄市及

び市内金融機関からの短期借入金が約１０億

１，６００万円、合計１７億５，８００万円

となっているところであり、これら負債につ

いては土地開発公社の経営健全化計画におい

て、市の債務負担行為や特別損失の計画的補

てんなどにより、平成３０年度末において約

６億４，２００万円まで減少していくものと

試算しているところであります。 

土地開発公社のあり方については他市でも

議論されており、第三セクター特例推進債を

活用し解散している事例もありますが、本市

において、現時点での推進債の活用は市の財

政健全化計画に直接影響を与えるものと考え

ております。このため、本市におきましては、

土地売却に向け、訪問活動を強化するととも

に、引き続き無利子貸し付けなど、公社の経

営健全化計画の着実な推進に努めてまいりた

いと考えております。 

 次に、企画・労働行政について、次期総合

計画についてでありますが、平成２３年度か

ら始まる第６期の総合計画においては、財政

健全化計画に基づく歳入歳出の見通しの範囲

の中で進めることとなりますので、早期の財

政健全化の実現は総合計画の中でも大きな課

題の１つであります。第６期の総合計画の構

成といたしましては、１０年間の基本構想、

５年間の基本計画のほかに、３年ごとの市民

と一緒に取り組むまちづくりの取り組み一覧

を策定することとしております。この一覧に

ついては、３年間で実施するゼロ予算事業を

含めた事務事業を網羅的にリスト化し、主要

な事務事業の内容、３年間の推進事業費、市

民の皆さんとの協働の仕方を掲載するほか、

自立推進計画から引き継ぐ行財政改革の取り

組み項目についても、年度別の行程表ととも

に明示することにより、計画、予算、行財政

改革を一体的に進めるためのハンドブックと

し、合わせて協働のまちづくりを具体的に進

めるための指針として、活用を図ってまいり

たいと考えております。 

 次に、数値目標についてでありますが、前

期基本計画に分野ごとに施策の成果を図るこ

とができる「まちづくり成果指標」を設定し、

５年後の目標値を定めて進捗状況を確認でき

るようにしております。 

 次に、策定経過へのかかわり方についてで

ありますが、市民の皆さんと市職員で構成す

る美唄未来会議を設置し、市民と市職員それ

ぞれの視点を基に、去る８月３１日に市へ提

言として提出していただきました。 

 また、まちづくり市民アンケート調査や、

まちづくり地区懇談会、青少年子ども議会か

らの意見や提言とともに、９月からはパブリ

ックコメント手続きを行い、市民の皆さんか

らのご意見を募集することとしております。 
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私のかかわり方としては、庁内の策定委員

会において、将来のまちづくりの考え方や方

向性などを示しながら、策定委員会での取り

まとめを行ってきたところであります。また、

市議会議員の皆様には、これまで議員協議会

において経過報告をさせていただき、１２月

には基本構想の提案をし、ご審議をいただく

こととしているところであります。 

 次に、市長公約との関係についてでありま

すが、私の２期目の公約である「生き生きと

した人づくり」「活き活きとしたまちづくり」

そして「生き生きとした美唄の土台づくり」

の３つの柱を前期基本計画の施策の体系の中

に反映するよう努めてきたところであります。 

 次に、実施計画についてでありますが、先

ほど申し上げました、３年ごとの市民と一緒

に取り組むまちづくりの取り組み一覧におい

て、これまで行ってきた事務事業評価の個票

を一覧する役割を持たすとともに、基本計画

を進行管理する実施計画としての役割も持つ

ものとして活用してまいりたいと考えており

ます。 

 次に、個票の進行管理計画についてであり

ますが、事務事業評価表の様式を一部改め、

平成２２年度の決算額のほか、平成２３年度

以降の３年間の推進事業費を記載し、あわせ

て、今後５年間の年度別の事業内容を記載し

て、計画、決算、予算、評価のサイクルを一

連で管理し、公表できるものとしてまいりた

いと考えております。 

 次に、主な重要施設の運営について、初め

に、専修大学北海道短期大学についてであり

ますが、去る４月２３日に学校法人専修大学

の理事から、理事会において短大の平成２３

年度からの学生の募集停止が決定されたとい

う説明を受けました。 

 専修大学北海道短期大学は、開学から４０

年余りの長きに渡り、地域に根差した短期大

学として、教育の分野にとどまらず、広くま

ちづくり全体にわたり貢献していただき、今

後もまちづくりの重要なパートナーとして、

連携協力関係を維持していくことを地域を挙

げて願っていただけに、大きな衝撃を受けて

おります。 

 その後の経過といたしましては、５月１８

日に専大後援会市民懇話会の説明会が開催さ

れ、学校法人から経過説明があり、７月５日

には、学校法人から募集停止に伴う諸問題を

協議する、専修大学北海道短期大学プロジェ

クト委員会を設置したと報告を受けておりま

す。 

 また、短大とは随時情報交換などを行って

いるところであります。 

 今後の対応につきましては、短大側の考え

方を確認するとともに、学校法人との協議を

行っていくこととしておりますが、市として

は何らかの形で専大を残してもらいたいと考

えておりますものの、学校法人の考え方を含

め、さまざまな課題があるものと受け止めて

おり、早急に今後の対応策を詰めてまいりた

いと考えております。 

 次に、北海道中央コンピュータ・カレッジ

についてでありますが、昨年６月５日付で、

厚生労働省から道を通して北海道中央コンピ

ュータ・カレッジの設置者である、独立行政

法人雇用能力開発機構の業務を平成２３年３

月３１日をもって廃止することとしたとの通

知があったところであります。 
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 ６月２６日は、厚生労働省雇用・能力開発

機構北海道センター北海道経済部に対し、業

務継続の要請を行ったほか、１１月１４日に

は、私と議長、美唄情報開発学園理事長の３

者連名で地元選出の国会議員に対し、北海道

中央コンピュータ・カレッジが継続して運営

されるよう要望書を提出したところでありま

す。 

 また、全国コンピュータ・カレッジ及び設

置自治体連絡協議会では、昨年７月２４日及

び本年１月１５日に厚生労働省職業能力開発

局長並びに雇用能力開発機構の理事長にコン

ピュータ・カレッジの廃止決定の見直し、建

物附属設備等の無償譲渡を、また、８月２６

日は機器更新の継続、建物附属設備の大規模

修繕の継続実施などを求める要望書を提出し

てきたところであります。 

 このような中で、本年５月１４日付で厚生

労働省から施設等の譲渡に係る基本方針が示

され、建物の譲渡価格は鑑定評価額から解体

撤去費に要する費用を減じた額を譲渡価格と

することができることとし、差し引いた額が

負の額となる場合は、無償で譲渡することが

できるとの通知があり、この度、８月１０日

付で雇用能力開発機構から公用・公共目的と

して利用することを条件に、建物を市へ無償

譲渡するとの通知があり、施設等の譲渡を受

ける意向確認については、１１月末までに行

うこととされております。 

 また、昨年の第３回定例会において、平成

２２年度から平成２６年度までの運営収支計

画である中期的経営見通しについてを示した

ところでありますが、今年度の入学者状況を

踏まえて見直しを行ったところであります。

具体的には、収入については、平成２２年度

の入学生が７名減少したことなどにより、学

生納付金等が約１，０００万円減少したとこ

ろであります。支出においては、平成２３年

度からの訓練用機器をリースするために、平

成２２年度に基金として８００万円を予定し

ておりましたが、訓練用機器を低額で取得す

ることとなった事から、基金造成は取りやめ

たところであります。 

また２年間実施して効果が出なかったリク

ルートのネットによる学生募集を見直したこ

となどにより、収支の均衡を図ったところで

あります。 

いずれにいたしましても、コンピュータ・

カレッジがこれまで一定の役割を果たしてき

たところであり、経済成長戦略の展開や、産

業活動の円滑化を図る上で、高度な技術・知

識を有する情報処理技術者の養成確保は重要

な課題となっていることから、地域において

必要かつ重要な施設でありますので、市とい

たしましては、学園自ら運営の存続を図るた

め、学生募集活動に対し支援を行うほか、学

園運営に必要な貸付金の継続貸し付けを行う

こととしております。 

今後におきましては、全国コンピュータ・

カレッジ及び設置自治体連絡協議会とも連携

を図りながら、さらなる支援策について国と

の協議を継続してまいりたいと考えていると

ころでございます。 

 次に、美唄市ふるさとハローワークについ

てでありますが、国における行政改革の一環

として、ハローワーク美唄出張所が本年３月

末をもって岩見沢公共職業安定所に統合する

ことが決定されたことから、北海道労働局と
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協議を重ね、代替施設として美唄市ふるさと

ハローワークをコア美唄内に設置することと

し、本年４月１日から業務を開始したところ

でございます。運営については、国と市が共

同で行うこととなり、運営管理を国が行い、

市は施設の設置場所について確保を行うこと

となっております。運営に要する費用といた

しましては、施設の改修費用や相談員の人件

費、情報検索等の機器類にかかる整備費用は

国が負担し、施設の賃借料及び光熱水費は市

が負担することとなっております。 

 なお、市の負担分といたしましては、２２

年度予算における賃借料２１６万円、光熱水

費としての電気料２５万円、人件費１８０万

円、合計４１０万円を見込んでおります。 

 次に、ふるさとハローワークにおいて、国

が行う業務といたしましては、求職者に対す

る職業相談、求職受理及び職業相談、求人検

索機等の活用による求人情報の提供などとな

っております。また、市の業務といたしまし

ては、来所者の受け付け、求職相談以外の相

談などに対する総合案内を行っております。 

 次に、利用状況についてでありますが、開

設後７月末までの４カ月間の来所者総数は４，

２１３人となっており、そのうち求人情報検

索機の利用者数は３，３７６人、相談員によ

る窓口相談者数は２，１８３人となっており

ます。 

 また、利用者からの意見といたしましては、

まちの中心部にあることから、利用しやすい

といった声が多いと伺っているところであり

ますが、一部の事業者や利用者の方からは、

求人手続や雇用保険に関する手続が地元で行

えない、業務の終了時間が午後５時であるこ

とから、求人情報の閲覧が行えないなどとな

っております。 

なお、求人手続や雇用保険に関する受付は、

法的にふるさとハローワークで行うことはで

きませんが、午後５時以降の対応については、

国と協議を行ってまいりたいと考えており、

今後とも市民の方々に少しでも利用しやすい

施設となるよう努めてまいります。 

●議長内馬場克康君 １３番、紫藤政則議員。 

●１３番紫藤政則議員 ちょっと欲張り過ぎ

て質問項目多ございまして、失敗したなと思

って聞いておりました。重ねての質問を少し

絞ってお尋ねしたいと思います。 

人事行政ですけどね、賃金は今、健全化や

ってるんでね、これをしっかりと飲み込んで

やりますという明確なご答弁いただきました。 

再任用なんですけれども、これは凍結を継

続するのはやむを得ないというお話でした。

私も在職してれば、昨年退職したことになっ

てますけど、私はあまり職員の皆さんからの

身の上相談というのは最近ないんですけど、

退職後の生活の設計、こういうものに対する

不安、早い話、なんか職はないでしょうかと

いうのが随分多いわけなんですけど、事情等

をお聞きしますと、御案内のとおり、これ市

民の皆さんも一緒ですけれども、年金の受給

というのは原則として６５になりましたし、

満額ですね。この間どう暮らすかということ

でできたのが言わば再任用制度と、これも完

璧な制度でないわけでして、国も道も実施を

しておりますし、それから道内の実施状況を

見ましても、実施しているところも現実にあ

るわけです。厳しい財政状況等を踏まえてい

るところは凍結をしてるというところも美唄
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市と同じようにあるわけです。 

市長にお願いしたいのは、さまざまな要因

を抱えて仕事している方がおいでになりまし

てね、ぜひ、途中でそらやめたと言って辞め

る方はしょうがないんですけれども、しっか

りと勤め上げて退職なさるこの方の今後の問

題、市長直接でなくてもいいですけどね、聞

く耳を持っていただけないでしょうか。今後

生活大丈夫かということですよ。お聞きにな

ったことあるでしょう。市民の皆さんの暮ら

しも大変だと、財政も厳しいと、これはもう

充分分かります。しかし中に、退職した人で

どうして食べていこうかというのも現実にい

るわけなんです。 

目を輝かせて市民の生活、暮らしを守る、

命を守る仕事をしてる、これが明日の自分の

暮らしを考えながらやっているんじゃ力が入

るわけない。いい仕事ができるわけがない。

さて、知恵を絞ってやれないものかどうか、

ぜひ、そういう声を聞く機会を持っていただ

きたい。これは労働組合を窓口にするのもい

いでしょう。それから、庁議の中で指示をし

て、退職予定者の話を聞くのもいいでしょう。

機会はあると思いますので、私は少なくとも

使用者としての務めというのがあると思いま

すので、この辺をお取り組みいただけないか

ということが１つでございます。 

 次に、ボランティアの問題ですけれども、

これ私ボランティアかと思ってたら、地域応

援何とかというのはボランティアではないよ

うであります、ご説明なかったから。職務命

令でおやりになっているということなんでし

ょうか。時間外、日曜日においでになるんで

すよ、職員の皆さん。私は町内の役員やって

おりますけれども、大変ご苦労だと思ってい

ます。ただ正直言って余り効果がないんじゃ

ないのかという気がしております。うちの町

内はもう来なくていいよというお話をしてい

るんですけれどね。 

ボランティア活動というのは、１つには自

主的に行うということと、それから地域との

つながりをしっかり持つということが大事だ

と思うんですね。どこかで割り振りをして出

ていけということはボランティアとは言わな

いわけでありまして、私は、このボランティ

ア活動も、地域応援チームのかかわりも、役

所に入って、そして労働組合の活動をして地

域生活圏闘争というのを取り組んだ時期がご

ざいました。昭和４０年台の後半から５０年

にかけてだと思いますけれども、革新自治体

は全国にできまして、北海道でもできました。

釧路や北見、帯広、旭川、できたわけであり

ますが、公務員は執務室で下を向いて仕事を

するんでなくて、カウンターを飛び越えて市

民の暮らしの中に入っていかなきゃならんと

いうことでありまして、町内の役員も積極的

にかかわるべきだと。ＰＴＡの役員もしかり、

それから何か困ったことがあれば、町内の住

んでいるところでそういうのがあれば、積極

的にかかわりを持つようにというようなこと

でもございました。あわせて行政の悩みやお

知らせ事項も暮らしを通じて、生活を通じて

知っていただく、これが暮らしから出る地域

担当制ということで、東京武蔵野、習志野、

この辺実践例として出たのが昭和４０年台の

後半にかけての活動でございました。これら

は、住んでもいないところから時々来て、何

かありませんか式のことじゃなくて、普段の
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生活の中でかかわるということで、当然我路

とか、今日東にお住まいの方はいらっしゃら

ないのかもしれません。住んでない方もいま

す。農村部のそれは地域の担当を決めようと

いうことですね。そこをベースにしてかかわ

らなければ、これは市民の地域の信頼も、そ

れからいわゆる目的も、ボランティアでどう

しようかという目的も達成されないだろうと

私は言い続けてきたわけですが、そのことを

また言わなきゃならんわけであります。ぜひ、

この地域活動、ボランティア活動含めて、一

つ検討をし直していただけないだろうかと。

一定の期間を過ぎてますので、総括も含めて

見直しに向けた議論をしていただきたいとい

うことでございます。人事行政は２点答えて

ください。 

 それから福祉行政の生活保護でございます

が、さまざまな取り組みをされて、美唄の保

護の現場は、職員間の意思疎通も、それから

悩みの共有もされている。あわせて自立支援

プログラムも、国に先駆けて専任職員を配置

をして実施をしておられる。こういう、聞き

ようによれば非常にいい職場の環境なり、行

政水準だろうというようなご答弁だったと聞

いたわけです。 

直接現場の声というのを聞く機会が私だん

だん少なくなっておりまして、その現場の声

よりも地域の声やら、それから、さまざまな

全国的な流れの中で出てくる声ということを

ベースにしてものを言えば、今般、民生委員

さんのご努力で、言わば不明老人というのが

亡くなっているのが判明をしたというのが、

東京で事件として出されたわけでございます

が、私は先ほど申し上げたように、生活保護

の基準が最低生活基準ということであれば、

それ以下で暮らしの方の状況というのをどう

なっているのかという把握。あわせて今病院

にも行けず、じっと耐えて家の中で辛抱して

いる方がどれだけおられるかという、そうい

う状況の把握。そういった方々は一人で悩む

ケースが多いわけでございまして、これらを

どのようにしていくかということは、福祉事

務所も地域福祉員の配置やら、具体的に地域

福祉計画をつくって、具体的な取り組みをさ

れているわけであります。当然、保健福祉部

でも福祉計画をつくって、具体的に実践をさ

れてると。そして、先程の市の職員が自主的

に取り組んでおられる内容もある。これらが、

１つのものに連携して、協調して実効性を上

げてるんだろうかというのが、私は実は疑問

視している訳でございます。 

福祉行政は現場だけではできない、行政だ

けではできないということは当然であります。

いかに暮らしの状況を把握をできるかという

ことであります。生活安全条例ができた時に、

これは不審者を炙り出すための条例では決し

てなくて、地域でお住まいの方が一人で倒れ

ていたらどうするんだろうかということも、

この条例設置目的にあるんだということを記

憶しています。美唄は市民の暮らしや安全を

どうするかということで、他に先駆けて新た

な条例も作ったわけでございまして、その意

味からしますと、私はまず先ほどの同僚議員

の話にも共通しますけれども、行政サイドが

その気になるということですね、その気にな

る。そしてそのかかわりを民生委員さん等の

ご努力、町内会のご努力を頂いて把握する仕

組みをつくるという事が、今なされてるよう
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でなされていないと思うんですね。そのこと

が今、基礎自治体として最も大事なことだと

思うんです。 

美唄から一人の餓死者も出さない。それか

ら、病気にかかったときに手遅れになる人も

出さない。これはやれることだと思う。お金

もかからない。まちの活性化も結構ですが、

これらの取り組みを、この生活保護行政とい

うものを具体的に生かす意味で、先ほど私ボ

ーダーライン以下の人方が、本来申請すれば

生活保護を受給できるという捕捉率の話をし

ましたが、美唄の状況というのを恐らくこれ

も把握はされてない。なぜならば、ボーダー

ライン層で生活している実態を把握されてな

いわけですから、わからないと思います。か

なり捕捉率は低いと、全国的にもそういう状

況でございまして、これらの実態の把握を含

めて、私は基礎自治体がやるべき最も尊い仕

事ですね。個人の尊厳を守るための仕事だと

いうふうに思うわけですけれども、この辺の

ご認識ですね。ぜひ現場の声も聞いて、一つ

対応していただければと思うんですが、お答

えをいただきたいと思います。生活保護行政

は以上の１点でございます。 

 財政の問題はですね、先程もありましたよ

うに、将来負担の問題、美唄が起債も多い、

債務負担も多い、それから、企業会計等への

繰り出しと、将来の一般会計が負担する金額

が多いというようなことでございました。な

ぜ多いかということは仕事し過ぎたと、将来

の見通し考えないで、返すことを考えないで

仕事をしまくったと、こういうことなわけで

ありますから、土地開発公社との関連にもい

たしますが、私はこの将来負担額ですね。将

来負担額が少しく分析をして、大きくは地方

債の残高ですね。トータルとすれば将来負担

額総額で、２０年の決算ベースで総額で４６

５億７，２００万円という数字が出ておりま

す。それから、特定財源等を引いて需要額で

割るわけですけれども、このまず分析をして

いただきたいという事と、それと現在示して

いる財政健全化計画を予定通りやれば、全て

この将来負担の問題は適正なものになってい

くのかどうかということをわかるように、そ

ういった情報の公開をしていただきたいと。 

なぜならば、土地開発公社の塩漬け土地の

問題を申し上げましたが、現在、財政健全化

計画と称して、きちっとこの負担を軽減して

いこうということにしている、そういう試算

と、全くそれから外れて、言わば独自に先行

取得をして金融機関から借りて、そして持っ

たままでいると。私は家の近くですから、労

災病院の南側ですね、広大な言わば放置、耕

作放棄地ではなくて放棄地があるわけですけ

れども、これらは、取得をしてそのまんまな

んです。先行取得してそのまま、宅地化なん

か一切手をつけていない。取得価格は厳然と

して残り、そして、土地の評価はどんどん下

がっていく。こういうものは、率直に言って

ここで言う将来負担の額に入っているのかど

うなのか、精査してますか精査してませんか

わかりませんけれども。そしてそのことがき

ちっと一般会計で措置するという内容になっ

てるのかどうなのか、私はなってないと思う

んですよ。ぜひ、この辺の情報を整理して、

そしてそれらを私どもにも市民委員会の皆さ

んにもお示しをして、将来負担の実態がこう

なってるという事を明らかにしていただく、
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そういった情報公開の取り組みをお願いした

いというふうに思うわけでございます。 

 ２００７年の１０月に、国はこの土地開発

公社に関する調査をいたしまして、この資金

調達に関する損失補償のあり方についてとい

う指針もまとめています。その中にもこの情

報の公開、実体がどうなってるかということ

を明らかにすれということは国も示してるわ

けであります。ぜひ、この取り組みをしてい

ただきたいということでございます。 

 そうそう健全化計画通りやったにしても土

地開発公社の経営改善というのはいかない。

私は持論として土地開発公社は解散、廃止を

すべきだという持論を持っています。明らか

にする、全ての赤字をテーブルに乗っけると。

このことから美唄の厳しい財政の現状という

のが市民の皆さんにも明らかになるだろうと。

さらに厳しいということが明らかになるだろ

うというふうに思っておりますので、前段の

件のご答弁をお願いしたいと思います。 

専大の問題をお訪ねをしたいと思います。

何らかの形で残してほしいということと、早

期に詰めるということでございますが、今現

在専修大学のあそこの敷地、この所有関係ど

うなってるんでしょうか。聞くところによれ

ば、市で取得をして、昭和４０年、４１年こ

ろ先行取得をしている、そしてそれを大学に

無償譲渡しているということでございます。

これらのあの土地、所有地がそういうことだ

とすれば、財産台帳に載せて財産管理が行わ

れてるというふうに思います。これは財務規

則でそう書いてますから。この辺をちょっと

調べていただいて、その経過ですね。それと、

所有関係がどうなってるのか、あの敷地が総

体で幾らあって、そしてその部分の市が無償

で譲渡した分が幾らになるのか、どのぐらい

の規模になるのか、面積の。こういった状況

ですね、ちょっと教えてください。 

何らかの形で残してもらって、引き続き学

校経営ができれば必要ないのかもしれません

けれども、私は今さらそんなことを言う時期

はもう既に終わってると思ってるんですよ。

残してもらいたい気持ちは市民皆さん同じ気

持ちです。１００人いたら１００人。私もそ

うです。しかし、ここに来て、もうそれは文

字どおりから念仏じゃないでしょうか。方向

転換をすべきだと思います。来年からの新し

い総合計画の中にあの地域をどのようにして

いくのかという、美唄の地域別の言わば推進

計画と、こういうものの重要な位置を占める

わけでございますし、新たな転換をして、そ

して、あそこをどう活かすかということをや

る時期に、もう遅いかもしれませんよ、入っ

てると思うんです。そのことを市長決断をし

てリーダーシップをとっていただけないでし

ょうか。そのために大学とも仲良くしてもら

って、怒るときは我々怒りますから、市長は

最高権力をお持ちだし、唯一の市民に対する

全体責任をお持ちの方なんですから、ここの

ところは切り替えて、一つまちづくりに活か

すということに市民の合意形成を図る、今日

はスタートにしていただければと思います。

そのためにも、現在の所有状況ですね。その

辺ちょっと教えてください。 

３回目言わないように全部言っちゃいます

けれども、私専大の取り組みというのはどう

なのかというのが、手元に資料ないから１０

０年史見たんですよ。その中にかなりのペー
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ジを割いて専修大学の言わば開学から、その

当時の状況までずっと追ってました。 

あの大学の誘致は、川島さんと川島昭二郎

さんとおっしゃった、自民党の当時の副総裁、

当時の市長の澤田孝夫さん、議長の尾崎茂さ

ん、登場人物いろいろありまして、川島昭二

郎さんの鶴の一声で決まったと。しかし背景

は北海道の事情があったと書いてありました。

農業機械がどんどん進歩をして、それを使う

農家が増えたのにもかかわらず技術者がいな

い、極めて不足してると、そこで専修大学の

必要性があったと。分校の誘致をということ

でそれを支えたのは、校友会、同窓会の皆さ

んだと書いてありました。専修大学の校友会、

同窓会の北海道在住者が声を挙げていただい

たということなんですね。 

専修大学卒業生１万人を超えてるというふ

うに書いておりました、１万１，０００人ぐ

らい、この４０数年間ですね、こういう人方

も巻き込んで、そして、こんな事言っちゃっ

たらまずいのかもしれませんけれども、美唄

に多大の貢献をしていただいた。そして、さ

らにこの地域に引き続き専大のこの短大の灯

を消さないような形で、一つ美唄市としてそ

の趣旨を活かすという形で美唄市として考え

たいと。ついては特段のご寄付をと、こうい

うことだって可能だという気がするんですよ。

私はやる側でないから勝手なこと言ってます

から、好きなこと言うなと怒られるかもしれ

ません。そのための勢力を結集していただけ

ないだろうかと。時間ないですよ。総合計画

１２月に議会に提示されるんですから。その

時にはあそこが空白になってたままじゃまち

づくり計画にならんじゃないですか。私はそ

ういうふうに心から思います。前段の土地の

状況と後段の件、教えてください。 

 それからコンピュータ・カレッジですが、

これは昨年の３定、そして１２月でも取り上

げてまして、いろいろ資料も私申し上げてい

ただいているんですよ。 

今の答弁の中にありましたけど、２２年度

の学生さんの数ですね。これも３２人でみて

いるんですね、これ。在校生が３０人、合わ

せて６２人でシミュレーションを作っている

んです。しかし、今のお話でいけば、７人落

ちたということですから、言わば計画が、こ

の運営シミュレーションの実質的な初年度か

ら頓挫してるというふうに言っていいと思う

んです。大変厳しい船出なんですね。それを

どうしたのかというと機器の更新基金と、こ

れなぜかというと、リース代は、国が持って

たものを美唄市が肩代わりしなきゃいけない、

地元で。そのための基金を積むのを止めたと

言って収支を合わせたという説明でした。こ

れ結局問題の先送りですね。 

先ほど将来負担の話をしましたが、これも

１億０，４００万、これは将来負担額にカウ

ントされています。このＨＣＣの貸付金です

ね。この部分については、言わば２６になっ

ても大した減らないという当初の計画ですけ

ど、ずっとこれはこのままいくと、将来負担

として残っていくというそういうことですが、

さらに追加で貸し出ししなきゃならんという

事態が出てくるというふうに思うんですね。 

私は、スタート初年度から深刻な事態をま

た迎えているなと、こう言わざるを得ないわ

けでございまして、これは前から申し上げて

ます通り、従来の対策をベースにした手直し
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だけでは済まないと、本当にこの学校を地元

で経営し続けていこうという強い決意がある

なら。また同じことを繰り返すんじゃないか

なと思うんです。深刻な認識のもとに抜本的

な対策を講じるべきだと、私はそのためにど

うするかということを、明確なお話はできま

せんけれども、従来も申し上げてきた。まず

は親御さんの話とか、それから就職をして、

その後がどうなっているかとか、技術がどの

ように社会に役立てるか。地域でこういうこ

とをすればさらにそれが仕事に反映できる、

フォローをこうすれば、こういうようなこと

をぜひ検証して、細かな対策を講じなければ

だめですよということを申し上げているんで

す。送り出す家族の身になって、学校に来る

子どもさんの気持ちもそうですが、家族の身

になって、学費を負担する家族の身になって

考えるべきではないかということも申し上げ

たわけです。この辺、お考えあれば改めてお

尋ねをいたしたいと思います。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 紫藤議員のご質問に順次

お答えします。 

 最初に再任用の凍結の問題でございますけ

ども、これは私も実態を承知しております。

市の退職者というのは、国とか道の方と違っ

て、再就職先があまりないという状況でござ

いまして、６５歳まで満度な年金があたらな

い中で、本当に退職金を生活に充てながら生

活されていると、この実態は私も承知してい

るところでございます。これに対して凍結の

解除ということも、これはある訳でございま

すけども、しかし今の財政健全化を進めてい

る中で、新規採用を控えている中で、なかな

か難しい状況にもあります。しかし、こうい

う退職後の生活相談等について私ども考えて

いかなければ、まさに現役のときに、やはり

やる気が無くなっても困りますので、今後、

国の方で定年の延長と、退職金、年金制度の

あり方等をいろんな形で検討が重ねられます

ので、これらの動向も見守りながら対応につ

いて考えてまいりたいと、このように考えて

ございます。 

 それからボランティアでございますけれど

も、ボランティアというのは、私ども民間の

方にもいろいろお願いしていると。そして、

市の職員もやはり共にまちを作っていく、こ

のことに配慮しなきゃいけないという事で、

美しきまちづくりサポーターということを登

録してもらってやってるわけでございます。

これは市の職員も登録をしてもらうものの、

市民にも登録していただきたいということで

ございますけれども、今のところ市の職員が

大半を占めておりまして、ここで登録された

市の職員にボランティア活動を行っていただ

いておりますけども、これらについて様々な

問題もありますので、これからボランティア

の趣旨を踏まえながら、これからの活動につ

いて検討を重ねてまいりたいと考えてござい

ます。 

 それから、生活保護の問題ということでご

ざいますけれども、今、本当に生活に困って

る方というのは増えてきていると、この実態

を私なりに感じております。私の自宅などに

も電話が度々入っておりまして、中には、冬

に灯油を買うことができない。それから、食

事もままならない。特に病院に行くお金がな

いと、医療費関係です。これは生活保護のこ
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とも私どもちょっとお話はするんですけども、

生活保護を受けないで、年金だけで何とか頑

張っていきたいという趣旨の方も多いもので

すから、この辺りは本当に病院に行くお金が

ない場合は、医療費のみの生活保護というの

も適用になるんだと、こんなことも話しなが

ら、いろいろお答えしてる状況でございます。

こういう実態というのは当然に市が把握しな

ければなりませんので、これからどういう仕

組みでやるか、今、全国的に１００歳以上の

方が不明だとか、これが本当に、７５歳以上

どうなのかという実態もいろいろ把握しなけ

ればいけないと、これは基礎自治体として、

私どもは当然、このことをやっていかなけれ

ばいけないと思ってますけれども、行政だけ

でなくて国の方もいろいろ法律等も変えてい

ただくとか、それから、地域の方の生活です

ね、保護をどうするかという問題もあります

けども、地域の方の民生委員の方とか、それ

から、世話好き世話やき隊、さまざまなボラ

ンティアの方々のどのように仕組みを作って

いくか、このあたりが私はこれから地方自治

体に課せられた大きなテーマになると思って

ますので、美唄市が本当に積極的な取り組み

となるよう、さまざまなことを考えていきた

いと、このように考えておりますのでご理解

願います。 

 ４点目の土地開発公社の部分につきまして

は、いろいろ現状を改善するというか、その

努力というのは当然しなければいけないと思

っておりますけども、これについても、なか

なかこういう時代ですから、土地を買ってい

ただける方も見つからないという実態です。

やはりここは民間のいろいろ、不動産会社さ

んと連携も取っていかなきゃいけないなと思

ってます。その一方で、土地開発公社におけ

る将来負担の実態など、そういう情報につい

ては、これは、しっかり公開をしてまいりた

いというふうに考えております。 

 それから、専修短大の土地でございますけ

ども、これについては、建物は当然学校法人

の所有、土地は昭和４１年に財団法人美唄市

振興公社が先行取得して、昭和４２年及び４

８年に市から学校法人に無償譲渡しておりま

す。取得価額は２，５０４万７，０００円で、

無償譲渡した土地の合計面積は３４万６，５

６０平方メートルとなっており、その後、学

校法人で取得した土地を含めて、現在の総面

積は１２３万平方メートル余りとなっており

ます。現在の試算の評価額につきましては、

学校法人として固定資産税が非課税扱いとな

っているため、算出されていないところでご

ざいます。 

専修大学の今後につきまして、いろいろ私

ども悩んでいる状況でございまして、突然と

いうか、一方的に募集停止を言われまして、

いろいろ時間をいただきたいというようなこ

とでお願いしたんですけども、その時間すら

与えてくれなかったという部分で、これは余

りにも一方的な方針だろうということで、こ

れについては抗議をしているところでござい

ますが、一方、専修短大をどうするかという

ことで、実は、学校の教職員等が本校という

か、本部に質問状出したものですから、その

回答を待っているということで、私どもその

様子を注視しておりました。しかし回答の内

容等、それから、これから大学において教職

員の方がどうするかということで、非常に今
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のところ方向が定まらない状況でございます。

そういう中で、先ほど言いました北海道の校

友会の総会等が行われた中で、何とかこの専

修大学を北海道の地に残す方策がないのかと

いうようなことをいろいろ検討してるふうに

仄聞しております。これらの動きも私ども、

もし連携取れればという形で進めたいと思っ

ておりまして、本当にどうするかということ

を早急に詰めるということで、４社協議を重

ねて行ってまいりたいと、このように考えて

おります。 

 コンピュータ・カレッジの問題であります

けども、３２名というシミュレーションの中

でスタートしたんですけれども、某新聞の報

道が非常に影響しておりまして、本当にこれ

で閉校という全国版が出たものですから、こ

れで本当に生徒募集に苦労したわけでござい

ますけれども、２５名ということで７名が減

ったと。ただ、これは今回、これをきっかけ

にいろんな支援策も学校内で検討する、それ

から市の職員もこれの学生募集活動に応援体

制をとるということで、今行っております。

この応援をしながら、来年の生徒が何名集ま

るかと、ここに私はある意味でこの学校の将

来を予測できるものができるんじゃないかと

いうことで、シミュレーションの人数に本当

に近づく生徒を集めて存続させたいと、市に

来るという、無償譲渡ということは決まった

ことはあれなんですけれども、コンピュータ

の先ほどの機器の問題、これが全国で全て困

っておりまして、それで無償譲渡はいいけれ

ども、学校の大規模な修繕、それを行って行

ってってほしいとか、それからコンピュータ

の機器は、やっぱりこれは国がちゃんと面倒

見るべきだという事で、補助制度を新たに作

ってもらうよう国・道・市と、こういう負担

による補助制度を新たに作ってもらうよう、

先般、厚生労働省にもこの全国協議会からお

願いをしてきております。そうしなければ、

全国のコンピュータの学校は全くできないと

いう状況でありますので、この辺りは、この

協議会と連携をとりながら、国に本当に強く

要望をしてまいりたいと。この結論は来年の

予算等に盛り込まれるというふうに聞いてご

ざいますので、この辺りも注視しながら頑張

ってまいりたいと思っております。 

ただ、いずれにしても、生徒にまずは来て

いただかなければなりませんので、これは、

ちょっと私も聞いたところによると、某大学

辺りは、大学が父母の方に学生が今こうやっ

て頑張っているんだよという、そんな連絡票

を差し上げてるという話も聞いておりますの

で、この辺りは今のコンピュータ学校にも、

このような生徒についての情報を父兄にお知

らせすると、そういうより親切な教育を見習

ってやるような形も、学校側にお話をしてま

いりたいと思ってますので、ご理解願います。 

●議長内馬場克康君 １３番、紫藤政則議員。 

●１３番紫藤政則議員 やめようと思ってい

たんですけれども、専大ですけれども、今の

ご答弁では、何らかの形で残る可能性がある

というふうにとらえたんですけれども、何ら

かの形というのは我々にはよくわからないん

ですよ。私は、あらゆる情報が市長に入って、

そして、最終的に世論というか、市民の合意

形成をして、誤りなき方向に持ってく責任が

桜井道夫さんにおありだと、こう思うんです。

大変厳しい局面で、我々ただしかし、議長は
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４社会議に入っていますから、わしゃ知らん

という話ではないんですよ、議長のもとに議

会でもただ心配だと言って話し合ってるだけ

なんです。やはり、辛いお立場だろうが、こ

こは１つ、やはりしっかりとしたリーダーシ

ップをとっていただきたいと。 

学校の中の状況というのは私もつぶさにわ

かりませんけれども、お話聞ける先生の話を

聞けば、学校が無くなった後の施設の有効活

用に関しても、意見反映して提言をしている

と、そういう場もあるという、具体的にそう

いうお話をしているという方のことも直接お

聞きしているんです。できれば大学で短大と

して無理なら、スポーツ合宿の場所にならな

いだろうかとかですね。私も何度かあそこ自

転車でこの暑いときに何回か行きましたけれ

ども、もったいないなと、正直言いまして。 

また、福祉のまちづくり、福祉のまち美唄

であれば、新たな福祉村構想ですね。全国に

例のないようなものを作っていこうじゃない

かとか、農場にしても有機で農作物を作って

いるあの土地を活かせないだろうかと、いろ

んな夢が膨らむ、そういうできれば場にした

いなと、そんなふうに思いますので、これ以

上市長はご答弁進まないと思いますから、ぜ

ひ、早急に一つの方向というものを打ち出し

ていただいて、全体の合意形成、誤りのない

判断をされることをお願いしまして、発言を

終りたいと思います。 

ご答弁は結構でございます。 

●議長内馬場克康君 午後１時１５分まで休

憩いたします。 

 

正午１２時１５分 休憩 

午後 １時１４分 開議 

 

●議長内馬場克康君 休憩前に引き続き会議

を開きます。 

一般質問を続けます。 

１番、吉岡文子議員。 

●１番吉岡文子議員(登壇) ２０１０年第３

回定例会に当たり、大綱３点について、市長

及び教育長に質問いたします。 

質問の前に一言申し述べたいと思います。

昨今の所在地不明高齢者問題は、それぞれの

事例の真相が明らかになるにつれて、背筋が

冷たくなる思いが募るばかりです。何年にも

渡り、親と連絡を取っていない。親の年金で

暮らす。一般的に見れば、耳を疑うような親

子関係ですが、見方を変えれば、そうせざる

を得ない社会状況が、悲しいけれど実際に存

在する。そんな社会に日本が変わってしまっ

ていると言えます。自己責任論が横行し、社

会的弱者への支援を抑え込んできた政治の責

任が、大きく問われていると思います。 

 大綱の１点目は、美唄の人口の増加のため

にという事で、市長に質問いたします。 

 未来に向けた持続可能な自治体経営のため

には、人口の増加を図ることが必要だという

ことは、だれの目にも明らかですけれども、

有効な施策がなかなかなく、人口減に歯止め

がかからないというのが現状であると思われ

ます。このまま手をこまねいていれば、人口

減がどんどん進んでまいります。そこで、少

しでも食いとめるための方策についてお尋ね

いたします。 

その１点目は、現在の美唄の人口の減少が

どのようになっているかについてです。市制
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６０年の間の人口の推移、節々の炭鉱閉山な

どでのガタンと減った経緯があると思います

けれども、それらと、今後、将来５年後、１

０年後の人口について、どのようになるかお

伺いいたします。 

人口増加のための２点目は、不妊治療につ

いてお聞きいたします。子どもがほしいと望

んでいるにもかかわらず、子どもに恵まれな

い御夫婦は、およそ１０組に１組、これは私

が結婚した頃ですから、社会情勢も変わって

おりますので、もっと増えているのではない

かと思われますが、一応１０組に１組と言わ

れております。美唄市においては、過去の統

計から年間約３００組の結婚が発生している

ことになります。そのうち自然妊娠を望めな

い夫婦が年間約３０組となる予測になります

が、本市において、不妊治療の状況について

はどうなっているか、把握しているのかどう

かお聞きいたします。 

３点目には、子育て世帯向けの住宅施策に

ついて、お聞きいたします。一般的に言って

も子育て世代は比較的年齢も若く、家計も余

裕があるものではないはずです。子育て世代

が公営住宅へ優先的に入居できるような制度

があるかどうか、本市においてはどのように

なっているのかお聞きいたします。 

４つ目には、定住促進事業についてお聞き

いたします。団塊の世代が定年退職に入り、

全国各地で団塊の世代向けの定住促進事業が

展開されていると聞いております。本市にお

ける事業の状況についてはどのようになって

いるのか。また、実際に新たに市民になって

いる方がおられるのでしたら、その人数につ

いてもお聞きいたします。 

 大綱の２点目は、環境行政についてお聞き

いたします。循環型社会というのは最近よく

耳にする言葉ですが、その実現にはまだ遠い

道のりがあります。美唄市まちづくり条例の

中にもこの言葉を織り込んでいますが、同様

の状況であると思われます。隣の岩見沢市の

例を挙げるまでもなく、本市においてもごみ

処理問題は喫緊の課題です。私も所属する婦

人団体がこの５月に三笠市の堆肥化処理施設

を見学に行きました。私は残念ながら参加す

ることができませんでしたが、参加した方々

からの感想は、生ごみを有効利用して、農家

も一般家庭も堆肥を使っていることに感心し

たと言われました。まさに捨ててしまえばご

みになりますけれども、分別して堆肥すれば、

循環することになると思います。さて、本市

においての生ごみ処理を含む可燃ごみは、ど

のような処理を目指しているのかお聞きいた

します。 

また、家庭からよく出る食用油の廃油の有

効利用についてお聞きいたしますが、市内を

見れば、民間業者がワンボックスカーにでか

でかと廃油を回収しますなどといった宣伝を

しながら走っているのもありますが、市民へ

の周知はどのようなものか、私にはわかりか

ねます。また、生協においても家庭用の廃油

の回収をしておりまして、生協に行きますと、

主婦の方ならよく御存じだと思いますけれど

も、ポイントがもらえるということで、結構

まめにごみ処理をしている方の中には利用さ

れている方も多いと思います。しかしながら、

家庭用品の売り場をまわれば、使用済み食用

油の処理のための薬剤や吸収剤などが何種類

も売られております。捨ててしまえばゴミに
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なってしまいますが、集めて再利用すれば資

源となる。まさに食用油の廃油の取り扱いは、

循環型環境への負荷を少なくする社会の第一

歩だと思われます。本市においての状況がど

のようになっているのか、把握しているとこ

ろをお伺いしたいと思います。 

 大綱３点目は、唐突ですが、後藤竜二氏に

ついてということでお伺いしたいと思います。

後藤竜二さん、私が申すまでもなく美唄を代

表する児童文学の作家の方であります。去る

７月３日、６７歳で永眠されました。心より

御冥福をお祈りしたいと思います。 

市立図書館では、後藤さんが亡くなられて

すぐ特別コーナーを設けて、後藤竜二さんの

著作を展示し、新聞にも取り上げられており

ました。特別コーナーの状況や反響、実績は

どのようなものだったのでしょうか、お聞き

いたします。 

続いて、後藤竜二氏の今後についてですが、

何度嘆いても後藤竜二さんは戻ってこられま

せんが、後藤竜二さんの著作は光を失うこと

なく輝き続けるはずであります。 

生前何回かお会いしたことがありますが、

後藤さんは、けばけばしく業績をたたえるよ

うなことはきっと喜ぶ方ではなかったと感じ

ております。何とか、日本の児童文学界に美

唄出身である後藤竜二さんという作家がいて、

生涯こういった作品を書き綴ったんだという

ことが、美唄市民の共有の財産として受け継

がれていくようなことができないものでしょ

うか。教育長のお考えをお聞きいたします。 

以上、この場からの質問を終わります。 

●市長桜井道夫君(登壇) 吉岡議員の質問に

お答えします。 

 初めに、美唄の人口増加のために、移住・

定住についてでありますが、平成１９年８月

に民間の皆さんと一緒に美唄市移住・定住促

進協議会を設立し、移住・定住の取り組みを

具体的に進めてまいりました。取り組みの内

容といたしましては、市のホームページや美

唄ファンポータルサイトPiPaで、市内のアパ

ートやマンションを活用した短期滞在の受け

入れに関する情報や、不動産情報を発信して

いるほか、移住に関する相談や受け入れなど

を行っているところであります。 

短期滞在の実績としましては、平成２１年

度では、述べ７組９名、日数では述べ４２２

日間の滞在となっております。相談件数につ

いては、平成２１年度は１０件あり、そのう

ち１名が定住に結びついております。本年度

の短期滞在の実績については、８月末までに

予約を含め、述べ１０組１５名、日数では、

延べ６７２日間の滞在となっております。相

談件数については、本年度は３件あり、その

うち１名が定住に結びついております。 

 次に、環境行政について、生ごみの処理に

ついてでありますが、本市の可燃ごみの収集

体制、さらには月形町との共同処理なども視

野に入れ、バイオマス燃料化による処理シス

テムが望ましいと考えており、現在策定して

おります一般廃棄物処理基本計画において、

生ごみを含む可燃ごみの処理方式や、今後の

事業スケジュールなどについて、本年度中に

明らかにしてまいりたいと考えております。 

 次に、廃油の有効活用についてであります

が、民間の取り組みとして食用廃油を回収し、

ディーゼルエンジンの燃料としている事業所

が市内にあり、飲食店などの協力を得て回収
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を行っているほか、市民の方が直接事業所に

食用廃油を持ち込む場合も受け取りを行って

おり、また、生協におきましても、食用廃油

の自主回収を行っていることから、今後にお

きましては、このような活動を行っておりま

す事業所と連携を図りながら、廃油の有効活

用の促進に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

なお、人口の推移と将来の人口推計につい

ては、総務部長から、不妊治療の市内の状況

については、保健福祉部長から、子育て世帯

への公営住宅入居優先制度については、都市

整備部長から答弁させていただきます。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 総務部長。 

●総務部長藤井英昭君 人口の推移と将来の

人口推計につきましては、私からご答弁をさ

せていただきます。 

人口の推移等についてでございますが、市

となりました昭和２５年の国勢調査では、人

口８万７，０９５人で、昭和３１年４月には、

９万２，９５０人とピークを迎えております。

その後、炭鉱の閉山などの影響によりまして、

昭和５０年の国勢調査では、３万８，０００

人台となり、平成１２年までは３万人台を維

持しておりましたが、平成１７年の国勢調査

では、２万９，０００人台となり、本年７月

末では、２万６，４５２人となっております。 

本市の将来人口につきましては、国立社会

保障人口問題研究所によります平成２０年１

２月の推計では、５年後の平成２７年には２

万５，０００人台、１０年後の平成３２年に

は２万３，０００人台になると推計されてお

ります。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 保健福祉部長。 

●保健福祉部長中川直紀君 不妊治療の市内

の状況については、私から答弁させていただ

きます。 

不妊治療の市内の状況についてであります

が、不妊治療の実態把握は困難ですが、道が

実施している特定不妊治療費助成制度の申請

をされた美唄市民の方につきましては、平成

１９年度が５件、平成２０年度が８件、平成

２１年度が８件となっております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 都市整備部長。 

●都市整備部長山口隆慶君 子育て世帯への

公営住宅入居優先制度について、私からご答

弁させていただきます。 

市営住宅におきましては、子育て向け特定

目的公営住宅の整備はしておりませんが、現

在、北海道において旧中央駐車場跡地にシル

バー住宅と子育て支援住宅の機能を持つ５階

建て３９戸の建設を予定しており、今年度１

期工事として１９戸が建設中であります。１

期工事完成時には１９戸のうち１０戸が子育

て向け支援住宅として、公募を予定しており

ます。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長安田昌彰君(登壇) 吉岡議員の質問

にお答えします。 

 初めに、特別展示についてでありますが、

美唄出身の児童文学作家、後藤竜二さんをし

のび、７月８日から３０日までの閉館日を除

く１９日間、図書館児童図書室に追悼コーナ

ーを設置し、デビュー作から最新作まで受賞
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作品を含む８０点を展示し、貸し出しをした

ところです。また、著作歴や受章歴などを掲

示したほか、著作リストを作成し、来館者に

配付をしたところです。 

後藤竜二さんは、執筆活動の傍ら子どもや

その保護者への著書の読み聞かせ活動にも力

を注がれた方で、多くのファンを持ち、期間

中には市内外から約３００人の方が来館して

おります。 

 次に、今後の対応についてでありますが、

後藤竜二さんの作品には、御自身の幼少期を

描いた作品など、ふるさと美唄を舞台にした

作品も多く、また、歴史の中でたくましく生

きぬく民衆を描き、あるいは、現代に生きる

子どもたちへの限りない応援歌を数多くの作

品に残されております。 

また、本市でこれまで７回の講演会を開催

したほか、市内の小学生を対象にした公開授

業や特別事業を行っており、本市に大きな貢

献をしていただきました。今後につきまして

は、児童図書室に常設の展示貸し出しコーナ

ーを設置し、一人でも多くの子どもたちに作

品に触れていただくとともに、ふるさと美唄

を大切にされてきた後藤竜二さんの思いを次

世代の子どもたちにも伝える取り組みについ

て、検討してまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 １番、吉岡文子議員。 

●１番吉岡文子議員 自席から再質問させて

いただきます。 

美唄の人口の推移と将来の人口設計につい

て、お伺いしましたけれども、やはり、凄ま

じい勢いで減ってきてるのかなというのが現

状で、推計でも減り方が厳しいものがあるん

じゃないかなというふうな印象を持っており

ます。 

先日、歌志内市で道央１０市の議員研修が

開かれまして、ほかの自治体の議員さんたち

といろいろとお話をしましたけれども、やっ

ぱり話の一番の話題というのはやはり、どれ

ぐらい人口が減ってるのかとか、それから高

齢化はどれぐらいだというような話が、よく

披露されておりましたけども、どこの自治体

でも景気の低迷で雇用の場がどんどん少なく

なっているので、人口流出を食い止められな

いと。少子高齢化ばかりがどんどん進んでし

まうというようなお話が多く聞かれておりま

した。まさに美唄でも例外ではないと思いま

す。 

企業の撤去の話はよく伺いますけれども、

新たに雇用が生まれてるっていうのは、なか

なかそういった好ましい状況っていうのは、

生まれてないというのが現状ではないでしょ

うか。雇用が生まれて人が増える、その雇用

に基づいて人が増えるというのであれば、そ

れは理想的な形ですけれども、それがなかな

か望めないというのであれば、今美唄に住ん

で実際に生活を営んでおられる市民の方、そ

ういった方に行政が支援するっていうのも手

ではないか、そういった思いで、私は先ほど

不妊治療の問題と、それから子育て世帯への

公営住宅の入居の問題について、お伺いした

わけです。 

不妊治療については、保健福祉部長が市内

の一応状況として把握してる点でということ

で、道において、特定不妊治療費助成制度と

いうことを作っていまして、私がぐだぐだ申

し上げるまでもなく、ご覧になっていただけ
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ればわかると思うんですけれども、結構な、

治療に関する費用が年間３０万円までで通算

５年間の助成をすると道は言っております。

私もこの問題を質問するに当たって、ちょっ

とインターネットで調べてみたんですけれど

も、顕微鏡受精というのをするだけで、１回

で３０万円というふうな、３１万円、３５万

円というような数字をみました。本当に、子

どもを切実に設けたいと思っていてもできな

い。お金がかかるけれども、不妊治療してい

るというご夫婦が美唄で、特定不妊治療です

から、道が認めた者以外はならないわけです

けれども、それでも１９年に５件、２０年に

８件、２１年に８件いらっしゃるということ

になっています。 

道の治療費の助成だけでなくて、やはり、

今どこの自治体でも人口を増やしたいという

ことで、行政で、道の助成のほかに各自治体

が上乗せして、またその不妊治療をなさって

いる御夫婦に対する助成をしているというと

ころも道内各地にいろいろ生まれているって

いうのも、インターネットを見た中ではあり

ました。近隣では、栗山町がこの道の特定不

妊治療を受けているご夫婦に対して、治療に

かかった費用から道の助成を引いて、つまり

自己負担ですけども、自己負担の半額を負担

するというようなことをやっていらっしゃる

ということも聞いております。 

有効な人口増の手だてがないような状況の

中で、本当に美唄で暮らしている方で、お子

さんを望んで治療しているという方には、行

政の手を差し伸べるという事もある程度お考

えになってみてはいかがかなと思うんですけ

れども、市長のお考えをお伺いしたいと思い

ます。 

子育て世帯ですけれども、先ほど、新しく

できる中央公園団地の方に１０戸ですか、あ

るということですけれども、結構美唄で生ま

れて暮らしてらっしゃる方というのは、こう

いった環境、いわゆる都会ではない環境です

けれども、それでもやっぱり親が側にいるだ

とか、美唄への愛着が強いということで、本

当に市内で私の存じ上げてる方達ですけども

いわゆるアルバイト、不安定雇用のご夫婦で

すけれども、美唄にいるという方も結構大勢

います。そしてまた、民間アパートに入って

いらっしゃる方の話を聞きますと、結構な家

賃を、高い本当に今臨時雇いの方とかという

のはね、働きたくても事業所の雇用主の方で

働かせてくれないというような状況も生まれ

ていますから、非常に低いお給料の中で暮ら

してる方もいるんですよね。私が伺っている

方も本当に御夫婦２人で２０万そこそこのお

給料ですけれども、４万７千円だとかのアパ

ート代を払って暮らしているというような方

は、本当に、ちょうどその方は小さいお子さ

んがいるんでね、来年３月にできる中央公園

団地を心待ちにしてるんだっていう話も聞い

てますけども、それだけではなくて、やっぱ

りもっとほかにも子育てしている方で、民間

の高い家賃を払いながら生活している方もい

らっしゃるんじゃないかなというふうに思う

んです。 

私も子育て支援の観点から、かつては、行

政調査とかいったこともあるんですけども、

共産党の議員独自で行った行政調査の中で、

本州の方ですけれども、ほとんど公営住宅が

ないという自治体では、結婚した夫婦に対し
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て、結婚した時、それから子ども１人できた

とき、子どもが２人できたとき、夫婦の形が

変わっていくに従って、家賃の助成をしてる

というようなところもあって、すごいところ

もあるんだなというような感心してきたとこ

ろなんですけども、美唄では先ほど同僚議員

の話にもありましたけれども、どんどんいろ

んなところが撤退していく中で、民間のアパ

ートもダブつく様子もあるのかなと思うんで

すけれども、ぜひ、公営住宅の本当にお給料

少なくて暮らしているという方いるんですよ

ね。その方たちに、全部に行政が家賃支援と

いうのがちょっと難しいんであれば、やっぱ

り公営住宅への入居の条件をどうにかできな

いのかなというふうに思うんです。 

道営のコスモス団地に関して、子育てをし

ている方の確か、くじが２回ひけるというよ

うなことを伺っているような気もします。美

唄市でも独自に、例えば障がいの方ですとか、

母子家庭に対しては、それから、何回ひいて

も公営住宅に当選できない方に関しては対象

のくじをひく回数を増やすというようなこと

で、対応をとられてると思うんです。入居の

優先っていうか、優遇ですよね、つまりね。

子育て世帯に対しても、同じような形での優

遇措置というか、それは、取れないものなの

かどうなのか、市長のお考えをお伺いしたい

と思います。 

人口が増えないと、やっぱり子育て世帯が

流出しないためにも、そういった手だてを尽

くすことは必要ではないかなというふうに私

は考えております。 

定住促進ですけれども、正直言って、これ

だけの人数の方が美唄に来ているということ

は、私はちょっと存じ上げておりませんでし

た。こういった方々の、例えば御出身のとこ

ろは道内なのか、道外なのかとか、それから、

美唄の印象や感想を伺っていれば、それもち

ょっとお伺いしたいと思います。こういうの

って結構口コミで広がっていくということも

ありますので、どういったものなのか、お伺

いしたいと思います。 

それから、環境行政で、循環型のごみ処理

ということで、私がちょうどこの質問をしよ

うと思って新聞をめくっておりましたら、９

月１日付けでしたけれども、札幌の定山渓地

域で生ごみの堆肥化へ、施設をつくるという

ふうな報道がありました。定山渓というのは

ご存知のように温泉ホテルなどがたくさんあ

りますから、生ごみも当然たくさん出てくる

んだと思うんですけれども、今までは、これ

を石狩の方へ運んでいたというのを、定山渓

のすぐそばに堆肥化の施設を作って、地域内

循環でコストを削減するというようなことに

なっております。同時にこの記事の中に、偶

然だと思うんですけれども、食用油について

も記事がありまして、ホテルなどから出る食

用油の廃油を回収して、ディーゼルエンジン

の燃料として送迎バスなどに活用して、環境

対策に力を入れるとなっております。本当に

私は偶然に同じようなことを考えてたんだな

と思ったんですけれども。やはり、今、市長

の方から新たな考え方ということが述べられ

ましたけれども、私は、生ごみはやはり堆肥

化が一番循環型社会にあってるんではないか

なというふうに思うんです。違う考え方なん

で、先ほどお伺いしたのは違うんでね、ちょ

っと聞いていただきたいんですけども。 
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ある文献からなんですけどもね、一般廃棄

物の半分程度を占める生ごみを分別減量する

ことは、多くのメリットがあります。生ごみ

の中には、植物が育つために必要な窒素、リ

ン、カリ、その他の微量要素も含まれていま

す。堆肥化で物質循環を保つことができます。

また、化学肥料や薬剤の散布によって、病虫

害被害が広がっていますが、有機物を発酵さ

せた堆肥は土づくりのためには欠かせないも

のなのです、とあります。美唄市が基幹産業

として農業を位置付け、住民と行政、農業者

が一体となって生ごみ処理のための堆肥化で

はなく、農業のための肥料、土壌改良剤をつ

くるという発想を共有していく、これが本来

美唄市の歩んでいくべき循環型社会づくりだ

と私は思っております。この点について、も

し市長のお考えがあれば、先程、一応生ごみ

の処理については伺いましたけれども、お考

えがあればお伺いしたいと思います。 

食用油の廃油の回収ですけれども、民間業

者や生協もやっておりますけれども、この市

役所の中に回収の拠点をつくるということは

できないでしょうか。市役所には毎日各階層

の多くの市民の方が足を運んでおられますの

で、その際に、お持ちいただくという点も有

効ではないかというふうに考えております。 

教育長に質問いたします。後藤竜二さんの

功績については、私がここで言うまでもなく、

今教育長からもお話がありましたし、市民の

中にも浸透していると思います。 

私、先日、引き出しを整理していて、この

手づくりのブローチを見つけたんですけど、

これ、１９９７年に後藤さんが美唄で講演な

さった際に、実行委員会の私達がリンゴの花

ネットワークって名前をつけまして、このり

んごの花をみんなで手作りしまして、布なん

ですけど、それをつけて実行委員会をつくっ

たんです。その際、初めて私、後藤竜二さん

という方の講演を聞いたんですけども、作品

は読んでおりましたけども、その際、確か後

藤さん、中学から高校時代にかけて、自分は

がり勉で、とっても、いわゆるいい子ではな

かったんだって話があったんですけれども。

その話を聞いて、私は作品だけではなくて、

後藤さんの人柄にまでとてもいい印象を持っ

たものでした。作家っていうと、どうも怖い

とか、偉ぶってるとかというイメージがあり

ましたけれど、そういったところは全然なく

って、本当に、気さくにお話をしてくれる方

でもあったと思います。 

私も追悼コーナーに行ってきまして、後藤

竜二さんの著作リストというのをもらってき

て、いろいろ見ておりました。３年前の新聞

なんですけどね、北海道新聞だったんですけ

ど、後藤さんのことが記事になってるんです

よね。それは、父が語り続けたりんごの話、

ハンセンの重い子ども達共感ということで、

後藤さんが書かれた紅玉という絵本なんです

けどね。この絵はお兄さんの高田三郎さんて

いう方が書かれてるんですけれども。これが

中、多分教育長ですからお読みになってらっ

しゃると思うんですけど、後藤さんのお父さ

んのお話で、美唄であった話、美唄の話です

よね。美唄で、戦争中に中国や朝鮮から捕虜

になって炭鉱に連れられて来た方たちが、り

んごの実が実る頃に炭鉱から解放されて、後

藤さんのお父さんの農園にやって来ると。り

んごを取って食べようとしているんだけれど
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も、お父さんはりんごを売って家族を養わな

ければならないから、取らないでくれと片言

の中国語で言うと、リーダーのような方がミ

ンパイでしたか、わかったという事で、やめ

て、また炭鉱の方に引き上げていくと。その

際に、多分、皆さんおなかがすいてたんでし

ょう。ポケットとかに入れたりんごも全部置

いていってしまったと。お父さんはせめて取

ったものくらいは持っていってもらいたかっ

たっていうような話を、後藤さんを初めとし

て、お子さんたちに必ずそのりんごの季節と

いうか、ある季節になったらば、そのお話を

するというところが、これは私も後藤さんか

ら直接ミンパイのお話を聞いたんですけれど

も、本当に、美唄でそういったことがあった

のかから始まって、そのことをきちんと絵本

にしてくださったというあたりのところが、

本当に後藤さんて偉大な作家だったなと改め

て思うんですけれども。 

この中に、最後なんですけどね、これ２０

０７年ですけど、美唄市内の全６中学校では

夏休み明けから国語で紅玉を教材に授業を始

めるというふうな記事があるんですよね。こ

れどういった実態だったのか、そして、今も

しやられていないんであれば、こういった形

で後藤さんが亡くなっていって、そして、美

唄に生まれて美唄で育っている子どもたちに、

ぜひこの後藤さんの功績を伝えていくために

も、もしやられていないんであれば、今後ぜ

ひこういった、本当にこの紅玉って話、いい

話なんですよね。何回聞いてもいい話なんで

すよね。ぜひ、こういったもので子どもたち

に１回でもいいから義務教育の中に自分が生

まれた美唄の中でこういった作家がいて、そ

れで、戦争中にこういったことがあったんだ

ということを知らせていくというような授業

をやっていただけたら、本当に子どもたちの

身になる授業にはなるんじゃないかというふ

うに思いますので、教育長のお考えをお伺い

いたします。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 吉岡議員の質問にお答え

します。 

初めに、不妊治療でございますけども、近

年、一定の実績は見られて、このことが更な

る効果が出ることを大いに期待しているとこ

ろでございます。 

現在、国においては、制度の拡充も検討さ

れておりますから、市といたしましては、国

の動向や他市の状況を注視してまいりたいと、

このように考えてるとこでございます。 

２点目の既存公営住宅の公募における子育

て世帯に対する抽せん時の優遇措置でありま

すが、現在、市営住宅におきましては、母子

世帯への抽せん時の優遇措置を行っておりま

すが、子育て世帯の優遇措置を行っておりま

せん。今後、道や近隣市町村の事例などを参

考に、調査・研究してまいるとともに、今、

市営住宅で空き家なども見られますんで、こ

の空き家を改修しながら、できるだけ希望者

に入居していただけるよう、こんなことを今

後検討してまいりたいと、このように考えて

ございます。 

 次に、短期滞在者の状況や感想についてで

ありますが、平成２１年度における短期滞在

者の状況は、道内から２組２名、道外から５

組７名となっております。本年度における短

期滞在者の状況は、道内から１組３名、道外
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から９組１２名となっております。短期滞在

者の傾向としては、道内旅行を兼ねた団塊の

世代の方の滞在が多くなっております。 

アンケート調査の結果では、食べ物がおい

しく物価が安いなど、美唄の好印象を持った

ものの、冬の暮らしが厳しそうなので、移住

までは考えていないという回答が多く見られ

ております。現在は、夏の観光シーズンを中

心に利用されていますが、今後はさらに幅を

広げた利用が進むよう、移住・定住推進協議

会の皆さんと検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 生ごみ処理についての考え方でありますが、

生ごみの堆肥化につきましては、一定の評価

があるものの、さまざまな課題があることも

事実でございます。堆肥化をした後、塩分が

強過ぎて堆肥として使えないとか、非常に、

においが強烈だということもあったり、この

辺りはいろんな技術が最近進んできている状

況もございます。また、可燃ごみと生ごみの

分別や、個々の処理施設が必要となることか

ら、事業化は難しいと考えており、現在の収

集体制を変えないで、生ごみを含む可燃ごみ

を一括処理できるバイオマス燃料化による処

理システムが望ましいと、現在考えてござい

ます。 

いずれいたしましても、現在策定しており

ます一般廃棄物処理計画で、生ごみを含む可

燃ごみの処理方式につきまして明らかにして

まいりたいと考えております。 

 次に、家庭用廃油の再利用にかかる市の取

り組みについてでありますが、市内に食用廃

油の再利用に取り組まれている事業所があり

ますことから、市では一定の場所に回収容器

を設置する拠点回収は考えていないところで

あり、市のホームページや広報誌、また衛生

協力会連合会などの市民団体の御協力をいた

だき、市民の皆様に回収方法や問い合わせ先

などの周知を図るなど、廃油のリサイクルを

促進していきたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長安田昌彰君 吉岡議員の質問にお答

えします。 

 後藤竜二さんについてでございますが、紅

玉につきましては、私も読まさせていただい

ておりますが、本市でりんご農家を営んでい

たお父さんと炭鉱に強制連行された中国や朝

鮮の人々との終戦直後の触れ合いを描いた作

品で、非常に感銘を受けた作品のひとつでご

ざいます。これまで市内の学校や子ども団体

などでも継続して取り上げられているところ

であり、子どもたちが作品からいただいた多

くの感動を今後も本市の子どもたちに伝えて

いくことが大切なことであると、このように

考えてございます。 

以上です。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

３番、五十嵐聡議員。 

●３番五十嵐聡議員（登壇） 平成２２年第

３回定例会に当たり、大綱２点について市長

にお伺いいたします。 

大綱の１点目は、農業行政についてであり

ます。 

８月５日、米専門の民間調査会社、米穀デ

ータバンクが１０年産米の収穫予想、全国の

作況指数を１０２のやや良、北海道は、１０

６の良、７月末までの気象データなどに基づ
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いて独自推計で予測し、発表されました。 

農林水産省は８月３１日、８月１５日現在、

道内の米の作柄概況、平年並みと発表いたし

ました。収穫が終わりました小麦については、

猛暑の影響で、粒が細く、大幅な減少であり

ました。 

１つ目は、本市の本年の農作物の作況、小

麦の実績も含めて、どのように予測されてい

るのかお伺いいたします。 

２つ目は、２０１１年度から本格実施する

戸別所得補償制度について、総額１兆円規模

の概算要求に関する報道がされております。

面積払いとは別に品質や収穫量に応じて加算

される数量払いを導入することは、私は農業

者の努力、意欲向上につながると評価をして

おります。本市の水田、畑作に与える影響も

大きく、目的は食料自給率の向上と農業の多

面的機能を維持すると考えておりますが、そ

の内容についてお伺いいたします。 

３つ目に、２２年度モデル事業の１年限り

とした転作作物への激変緩和措置を発展的に

解消し、都道府県の裁量で地域特産物の振興

などに充てる産地資金を創設する方針も固め

ました。その内容についてもお伺いいたしま

す。 

４つ目に、農地・水・環境保全向上対策は、

これまで地域が一体で農村資源を保全する活

動に助成する共同活動と、環境に優しい農業

に助成する営農活動の２つの対策で行ってき

ましたが、農水省は８月２４日、農地・水・

環境保全向上対策を２３年度から拡充し、農

地や水路、農道の保全活動を支援する農地・

水・保全管理支払いと、環境に優しい農業を

支援、販売農家、個人農家も対象にして、直

接支援する環境保全型農業払いの２つの対策

に衣替えし、支払い内容を強化する方針も明

らかにしました。この対策に対し、市はどの

ように対応していくのか、お伺いいたします。 

５つ目に、中山間地域の農業者を対象にし

た直接支払制度も拡充するとの方針も明らか

にされました。どのように内容が変わるのか、

お伺いいたします。 

６つ目に、足腰の強い農業を育てるのには、

戸別所得補償制度を軸とした所得確保と、農

業の持続的発展を図るためには、農地の基盤

整備事業が不可欠と考えております。本市は、

約７０％の農地がほ場整備がされておりませ

ん。そのため、昨年は湿外による品質・収量

への影響、今年の春も排水不良による作業等

への影響もあり、受益農業者は基盤整備事業

の早期着工を強く求めております。国営農地

再編整備事業への参加の仮同意も終わったと

聞いております。地区調査３年目、これまで

の要請活動の内容と、今後の見通しについて

お伺いいたします。 

大綱２点目は、地域経済についてでありま

す。６月２８日、高速道路無料化社会実験が

全国の高速道路の約２割、１，６２６キロの

区間で無料化社会実験を行って、地域への経

済効果、渋滞や環境への影響について把握す

るというのが趣旨で、２３年３月３１日まで

実施が予定されております。道央道岩見沢イ

ンターチェンジ以北などで実施されている高

速道路無料化社会実験が始まり２カ月が経過

しました。新聞報道によりますと、国道１２

号線沿線にある道の駅や、コンビニ、ドライ

ブインなどには利用者が大幅に減少、一方で、

車の流れが変わり、利用者が増えて無料化を
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歓迎しているところもあるようであります。 

１つ目に、１日に１万９，０００台近くの

車両が往来していた国道１２号線、高速道路

無料化社会実験による市内の交通の流れの変

化について、あわせて市内における物流、販

売、旅客、観光、地域経済への影響について

お伺いいたします。 

２つ目に、２年目を迎えたアンテナショッ

プ、高速道路無料化の影響もかなり受けてい

ると考えます。これまでの成果と課題につい

てお伺いいたします。 

以上で、この場からの質問を終わります。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 五十嵐議員の質

問にお答えします。 

初めに、農業行政について、農作物の作況

についてでありますが、春先は雪解けの遅れ

や低温により生育が総じて遅れたものの、６

月以降高温が続いたことで、その遅れを取り

戻したところでありますが、７月、８月の降

雨による影響が出てきている状況となってお

ります。 

主な作物の現状について申し上げますと、

小麦は調製作業をほぼ終了するところですが、

登熟が不十分であったことから、品質・収量

とも平年を下回る見込みであります。水稲は

生育は早まっておりますが、不稔割合や品質

等にばらつきがあるようで、収穫後の状況を

見なければわからないものと考えております。

大豆及びたまねぎは、７月、８月の降雨によ

る湿害の影響で病気の発生が見られるため、

昨年より減収することが見込まれるほか、グ

リーンアスパラガスも、春先の低温等により

昨年よりも収量が減少している状況になって

おります。 

 次に、戸別所得補償制度についてでありま

すが、国の概算要求段階で示された農林水産

省の農業者戸別所得補償制度の骨子によると、

この制度の対象作物は、米、麦、大豆、てん

さい、でんぷん原料用馬鈴薯、そば、菜種と

なっており、米については今年度と同様に作

付面積１０アール当たり１万５，０００円が

交付されるほか、水田で麦、大豆などを生産

した場合に交付される水田活用所得補償交付

金についても今年度の米モデル対策とほぼ同

じ内容となっております。 

また、米のモデル事業における変動部分に

ついては、現行の水田畑作経営所得安定対策

の収入減少影響緩和対策、いわゆる、ならし

対策を廃止し、米価変動に対応するため、米

価変動補てん交付金として引き続き措置する

こととしており、交付金の算定と交付時期で

は、当年産の販売価格は出回りから３カ月ま

での全国平均の相対取引価格を使用し、翌年

の５月から６月ごろに支払うこととなってお

ります。 

 次に、畑作物については、現行の水田畑作

経営所得安定対策を廃止し、新たに畑作物の

所得補償交付金を創設して、農業者の生産性

向上の努力が報われるようにするため、生産

数量に応じた数量払いを基本に作付面積に応

じて支払う面積払いを併用する仕組みとなっ

ております。面積払いについては、仮に生産

数量が少なく、収入の大幅な減少があった場

合でも生産者に対しては、農地を農地として

保全し、営農を継続するための必要最低限の

額として、麦、大豆、てんさい、でんぷん原

料用馬鈴薯、４作物共通単価の１０アール当
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たり２万円が、作付面積に応じて支払われる

こととなります。標準的な販売価格との差額

分を交付する数量払いの交付単価については、

小麦が６０キログラム当たり、６，３６０円、

大豆が６０キログラム当たり、１万１，４３

０円、てんさいが１トン当たり、６，４１０

円、でんぷん原料用馬鈴薯が１トン当たり、

１万２，６００円となっているほか、これら

４作物については、需要に即した生産と品質

に対する営農努力を反映させるため、数量払

いの交付単価に品質加算を設けることとなっ

ております。なお、そば、菜種の単価は、生

産費調査結果が明らかになった段階で算定す

ることとなっております。 

また、交付金の支払いは、面積払いを先行

し、その後、販売数量が明らかになった段階

で数量払いとして追加で支払うこととなって

おります。 

 次に、産地資金についてでありますが、農

業者戸別所得補償制度にかかる概算要求資料

では、産地資金は、地域特産物の振興や戦略

作物の生産性向上の取り組みを支援するため、

現行の激変緩和調整枠を発展的に解消して、

その他作物への助成と一本化し、４３０億円

の枠を設けることとしております。都道府県

への配分方法については、今後決定する予定

であるほか、都道府県の判断により畑地も対

象とできるなど、詳細の把握が必要であるこ

とから、今後、農業関係団体と連携して、具

体的な内容についての情報収集や提供に努め

てまいりたいと考えております。 

 次に、農地・水・環境保全向上対策につい

てでありますが、農林水産省の平成２３年度

概算要求資料では、名称を農地・水・保全管

理支払いに変更し、現行対策の２階部分であ

る営農活動支援を切り離して共同活動支援に

特化した対策に見直すとともに、新たに集落

による農地周りの水路、農道等の長寿命化メ

ニューが追加され、補修・更新など、長寿命

化対策を実施した集落に対しては、田が１０

アール当たり３，４００円、畑が１０アール

当たり６００円を支援することとしておりま

す。 

また、環境保全型農業支払いを創設して、

化学肥料、農薬を原則５割以上低減する農業

者等が行う地球温暖化防止生物多様性保全に

効果の高い営農活動に対し、１０アール当た

り８，０００円を支援することとしておりま

す。これら新たな支払い制度は市の負担も想

定されることから、今後の対応については、

地方財政措置等の動向など情報を収集し、そ

の上で検討してまいりたいと考えております。 

 次に、中山間地域等直接支払制度について

でありますが、農林水産省の概算要求資料で

は、これまで中山間地域等直接支払制度で支

援していた共同活動は、農地・水・保全管理

支払いで行うことを基本とし、交付金の２分

の１以上は農業者個人に支払うことを原則と

したところです。 

このほか、条件不利地における戸別所得補

償制度を補完する制度として、離島等の平地

へ適用、特認農用地の単価引き上げと国庫負

担率の引き上げなどの拡充を行うこととして

おります。しかし、公表資料は詳細に触れて

いないため、本市においてどのように影響す

るのか情報量が少ない事から、具体的な改正

内容等の把握に努めてまいりたいと考えてお

ります。 
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 次に、国営農地再編整備事業についてであ

りますが、市では、これまで農協や土地改良

区事業促進期成会と連携を図り、美唄地区の

事業採択に向けて、予算確保や農家負担の軽

減、通年施工に伴う所得確保などについて、

国に要望を重ねてまいりました。 

また、先月は、平成２３年度の予算概算要

求が迫った事から、本事業の地区調査や事業

を実施している道内１４地区の関係市町村等

で構成する北海道国営農地再編整備事業連絡

協議会や空知地方総合開発期成会等で構成す

る空知農業農村確立連絡会議とともに、農林

水産省や国土交通省等に事業の必要性を強く

訴えながら、来年度の美唄地区の事業採択や

予算確保などについて、要望してきたところ

であります。 

しかし、８月３１日に発表された平成２３

年度農業農村整備事業の予算概算要求額は、

２，２４１億円、対前年度比１０５％ではあ

るものの、平成２１年度当初予算の４０％と

少なく、また、要求地区は、平成２２年度の

概算要求で認められなかった地区を優先した

ことなどから、美唄地区については、来年度

の概算要求が見送られたところであり、大変

残念に思っております。今後は平成２４年度

に事業採択となるよう、農協や土地改良区、

事業促進期成会とさらに連携を図り、事業の

必要性を訴えながら、国に粘り強く要望して

まいりたいと考えております。 

 次に、地域経済について、高速道路無料化

社会実験についてでありますが、政府におい

て、本年６月２８日から一部の高速道路を無

料化する実験が行われ、社会経済等に与える

影響を把握することとしており、道央自動車

道にあっては、岩見沢インターチェンジから

以北の区間が当面の間、無料化されていると

ころであります。本市における高速道路への

無料化実験に伴う交通量等の変化について、

開発局による調査結果で申し上げますと、過

去２年の７月における５日間の平均交通量と

本年同月５日間の比較では、国道１２号の交

通量が約４割程度減少しております。 

また、東日本高速道路道支社で発表してお

りますお盆期間の１２日間の交通量では、道

内全体で約２３％ほど利用台数が増加したと

なっております。これらの状況を踏まえ、地

域経済に与える影響といたしまして、本市に

おける商業分野では、国道１２号線沿いとそ

の東側にあるコンビニエンスストア９店舗を

対象に、無料化実験前後のお客の入り込み数、

売り上げの変化について聞き取り調査を行っ

た結果、お客の入込数が増加したと答えたと

ころが２店舗、減少したのは３店舗、変化な

しは４店舗となっており、売り上げの変化に

ついては増加したと答えたところが３店舗、

減少したのは２店舗、変化なしは４店舗とな

っております。また、アンテナショップの状

況では、８月の前年同月の比較で入り込み客

数が４９０人ほど減少、売り上げは約７％減

となっております。このほか、観光分野とい

たしましてアルテピアッツァ美唄の入場者数

は７月の前年同月との比較で申し上げますと、

約１３．５％ほど増加しており、ゆ～りん館

の入場者も約２．７％ほど増加となっており

ます。 

なお、これらすべてが高速道路無料化によ

る影響と断定はできませんが、交通量の変化

は顕著にあらわれておりますことから、本市
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経済に与える影響は少なからずあるものと考

えております。 

 次に、アンテナショップの成果と課題につ

いてでありますが、アンテナショップは、雇

用機会の創出のほか、農商工の連携を図りな

がら、美唄特産品の販路拡大、地域観光情報

の発信などを目的として、道のふるさと雇用

再生特別対策推進事業補助金を活用し、昨年

７月に開設したところであります。 

アンテナショップは、オープン以来、本市

の新鮮な農産物ややきとり、とりめし、米粉

を使ったお菓子などの特産品を提供し、本年

６月までの約１年間で、約１万８，８００名

の皆さんに利用されているところでございま

す。また、個人や事業者、４１店の協力を得

て、オープンから今年６月までの１年間の売

り上げが約２，３００万円となっており、３

名の雇用機会の創出と合わせ、アスパラひつ

じやハスカップアイスクリームなど、新商品

の販売や美唄高校の商品開発の発表の場とし

て地域経済の一翼を担っているものと考えて

おります。 

今後におきましては、商品の充実とＰＲに

より集客の確保を図るほか、農商工の連携を

強め、関係団体とのネットワーク化などを促

進し、多様な商品の販売、ネットショッピン

グなどの拡大など、通年での安定的収益の確

保を図り、自立した運営を目指すことで雇用

継続につながることが必要であると考えてお

ります。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 ３番、五十嵐聡議員。 

●３番五十嵐聡議員 それぞれ御答弁をいた

だきまして、ありがとうございます。農業政

策につきましては、まだ、具体的に示されて

ない部分もございますし、また別な機会にお

伺いしたいと思います。 

この場から３点について、お伺いいたしま

す。 

米も収穫を目前に向かえまして、収量調査

から被害調査に変えて、現在調査を行ってい

る地域も多くございます。近年に無いいもち

病が多発しておりまして、生育にもばらつき

も多く、私は本市の水稲におきましても、平

年作を下回る見込みであると危惧しておると

ころでございます。こうした主要農産物が総

じて平年作を下回るような状況を踏まえまし

て、市として今後対策をどのように講じられ

ていくのか、考えを伺います。 

 次に、国営農地再編整備事業でありますけ

れども、来年度の概算要求が見送られたとい

う事で、大変残念に思っております。２４年

度事業採択に向けた取り組みについて、どの

ように行っていくのかお伺いたします。 

最後に、アンテナショップ、これまでの実

施成果を踏まえて、設置場所も含め次へのス

テップへ向けた考えをどのように持っておら

れるのか、お伺いいたします。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 五十嵐議員の質問にお答

えします。 

 初めに、農作物の今後の対応についてであ

りますが、本年度は、全国的にも今までにな

い気候の変動が顕著であり、本市においても、

農作物はこの影響が生んでいるものと推測さ

れます。このため、今後の収量実績等も勘案

した上で、道や関係機関、団体との情報交換

や協議のもとに、必要となる対応等について、
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検討してまいりたいと考えております。 

 次に、国営農地再編整備事業でありますが、

平成２４年度の事業採択に向けて、事業促進

期成会や関係団体などの意向も十分に踏まえ

ながら、今後、北海道開発局と、平成２３年

度における地区調査などの事業内容について、

協議を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、アンテナショップについてでありま

すが、先ほどもご答弁申し上げましたが、開

設から１年を経過し、年間の売り上げが約２，

３００万円、３名の新規雇用など地域経済の

活性化に一定の成果を得たものと考えており

ます。このような成果を踏まえ、平成２３年

度の設置場所等につきましては、出店者の皆

さんや運営協議会の皆さんのご意見などを十

分に踏まえ、協議をしてまいりたいと考えて

いるところでございます。以上でございます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

１２番、本郷幸治議員。 

●１２番本郷幸治議員（登壇） 平成２２年

第３回定例会に当たり、大綱２点について市

長にお伺いします。 

大綱の１点目は、保健福祉について、その

１つ目として、がん検診の受診率向上につい

てであります。国のがん対策基本計画では、

平成２３年度末までに受診率５０％という大

きな目標を掲げ、その一環として、女性特有

の乳がん、子宮頸がんの検診率を上げるため

に、昨年の９月から、年齢の節目ごとを対象

にがん検診無料クーポン券の配付が実施され、

検診率向上に向けて動き出しました。がんで

命を落とさないためには、可能な限り生活習

慣を心がけると同時に、がん検診を受けるこ

とが大切だと言われております。早期発見、

早期治療をしていくためにも、受診率向上に

向けた効果的取り組みが必要と思います。そ

こで、次のことについてお伺いします。 

１つ目は、平成２１年度のがん検診無料ク

ーポン事業の取り組みの成果について。 

２つ目は、受診率５０％を目指した新年度

の無料クーポン事業の取り組みについて。 

３つ目は、肺がん、胃がん、大腸がんなど

の検診率向上に向けた取り組みについてお伺

いします。 

 その２つ目として、内部障がい者にやさし

い街づくりについてであります。内部障がい

者は、心臓、腎臓、肝臓、呼吸器、膀胱、小

腸、免疫機能のいずれかに障がいがあり、身

体障がい者手帳の交付を受けた人を言います。

外見的には健常者と変わらないため、障がい

者専用駐車場や公共交通機関の優先席など、

福祉サービスを利用する際に健常者と誤解さ

れることもあります。こうした内部障がい者

を示すハートプラスマークがあります。この

マークは内部障がい者に対する理解の場を広

げるのが目的で、本市においても内部障がい

者にやさしいまちづくりにしていくためにも、

ハートプラスマークの普及と、社会的理解へ

の取り組みを進めるべきと思いますが、その

考え方についてと、あわせて当市の内部障が

い者の方は何人ぐらいおられるのか、お伺い

します。 

 大綱の２点目は、避難支援全体計画策定に

ついて、総務省、消防庁では、毎年度全自治

体を対象にした災害時要援護者の避難支援対

策への取り組み状況の調査結果を公表してお

ります。これは各市町村が情報伝達の方法な

どを事前に定める避難支援全体計画を政府が
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取りまとめ、期限を設定した平成２２年３月

末になっても策定してない市町村が３７％に

も上ることが明らかになりました。近年の風

水害や地震での犠牲者の多くは高齢者が多く

占めております。本市の高齢化率も３２％に

達し、今後ますます進展していく現状からし

て、計画の策定と関係機関に対しての周知と、

そして市民との協力体制をつくらなければな

りません。そこで、次の点について、進捗状

況がどのようになっているのか、お伺いしま

す。 

 １つ目は、全体計画などの策定状況につい

て。 

２つ目は、災害時要援護者名簿の整備状況

について。 

３つ目は、個別計画の策定状況についてお

伺いします。 

以上で、この場からの質問を終わります。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 本郷議員の質問

にお答えします。 

 初めに、保健福祉について、がん検診の受

診率向上についてでありますが、平成２１年

度の無料クーポン券利用によるがん検診の受

診状況につきましては、子宮頸がん検診は対

象者６０５人中１６２人、乳がん検診では対

象者９４０人中２７６人の方が受診しており

ます。それぞれの受診率は、子宮頸がん検診

は２６．８％、乳がん検診では２９．４％と

なっております。 

また、子宮頸がん、乳がん検診全体の受診

者数を前年度と比較しますと、子宮頸がん検

診は平成２０年度５４７人に対し、平成２１

年度が６６７人で、１２０人の増、乳がん検

診は平成２０年度４８８人に対し、平成２１

年度が６８６人で、１９８人の増となってお

り、クーポン券の利用により、初めて検診を

受けられた方も多く見られ、新たな受診者の

掘り起こしにつながるなど、事業効果があっ

たものと考えております。 

今年度につきましては、７月から事業がス

タートしておりますが、今後の受診状況を見

ながら、必要に応じ広報誌や市ホームページ

などにより啓発を行うなど、未受診者へのＰ

Ｒに努めてまいりたいと考えております。 

平成２１年度の胃がん、肺がん、大腸がん

検診の受診者は、胃がんが９６９人、肺がん

が９７２人、大腸がんが９５５人と前年度を

やや下回ったことから、今年度の実施に当た

りましては、保健推進によるがん検診の周知

や、はがきでの個別受診勧奨を行ったほか、

特定健康診査との同時実施や女性の総合検診

を昨年度に引き続き実施するなど、検診環境

の整備を図りながら、受診率の向上に努めて

いるところであります。 

がん対策につきましては、早期発見、早期

治療が有効な手段であることから、今後とも、

がん検診の重要性について啓発し、多くの方

に受診していただくよう努めてまいります。 

 次に、内部障がい者に優しいまちづくりに

ついてでありますが、初めに、内部障がい者

数でありますが、平成２１年３月末現在で申

し上げますと、身体障がい者数１，７７７人

中４１４名で、２３．７％となっております。 

 次に、ハートプラスマークについてであり

ますが、障がい者自身が策定したマークで、

目に見える障がい者だけでなく、身体の中の

障がいに苦しむ方々のためにつくられたマー
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クで、通常では外出のときなどに、かばんや

服、さらに車等に表示されております。 

本市としましては、従来からの車いすのシ

ンボルマークだけではなく、車いすの方だけ

が対象と誤った認識でとられやすいことから、

このハートプラスマークとあわせて、今後は

メロディーをはじめとするさまざまな機会で

周知を図っていくとともに、１２月の障がい

者週間に向けて広く周知してまいりたいと考

えております。 

 次に、避難支援全体計画について、避難支

援全体計画などの策定状況についてでありま

すが、平成１８年３月に国から災害時要援護

者の避難支援ガイドラインが示されたことに

より、高齢者、障がい者、乳幼児などの人的

被害を最小限にとどめるため、避難等の基本

的な方針など、地域に即した全体計画の策定

促進が図られているところであります。本市

におきましても、高齢者や障がい者の方々も

たくさん住まわれており、福祉施設も多い環

境にありますことから、全体計画の策定に向

け、暮らしの安全・安心庁内推進会議におい

て、地域と連携した援護対策の検討を進めて

いるところでございます。 

 次に、災害時要援護者名簿及び個別計画に

ついてでありますが、個人情報である要援護

者の状況把握方法や、支援者としての自治会、

自主防災組織、福祉関係者の協力体制や連携

のあり方について、協議検討を進め、要援護

者名簿及び個別の計画づくりを段階的に進め

てまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 １２番、本郷幸治議員。 

●１２番本郷幸治議員 一通りの御答弁あり

がとうございました。自席からがん検診の受

診率向上について質問させていただきます。 

ただいまの答弁で、昨年実施した女性特有

のがん検診率が一昨年と比較して大幅にアッ

プしたことは、無料クーポン券の効果があっ

たと理解できました。しかし、目標値の５０％

にはまだまだほど遠いのが現状であります。

そこで、昨年の主な近隣市の状況とあわせて、

管内全体での状況がどのようになっているの

かお伺いします。 

現在、女性特有のがん検診も含めて、全体

の検診率向上に向けて、他の自治体でもさま

ざまな工夫と努力を重ねております。 

例えば、小樽市では、がんによる死亡率が

特に高いということで、今年の６月に国保加

入者を対象に、郵送によるがんに対する市民

の意識調査を実施したとも聞いております。 

検診を受けない理由として、一般的に考え

られるのは、忙しくて時間がない。また、自

分は健康だから受けない。そして費用がかか

るなどなど、さまざまな理由があろうかと思

います。これは１つの御提案ですが、まずは

美唄市民の意識調査をし、実態の把握に努め、

そこから具体的な工夫が生まれてくるのでは

ないでしょうか。今後、美唄市のがん検診率

向上に向けてどのように考えておられるのか、

市長に再度お伺いします。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長桜井道夫君 本郷議員の質問にお答え

します。 

がん検診の受診率向上についてであります

が、平成２１年度における無料クーポン券利

用によるがん検診の近隣市の受診率につきま

しては、子宮頸がん検診では、岩見沢市が２
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７．５％、三笠市が２１．０％、滝川市が３

３．１％、砂川市は２６．６％、乳がん検診

では岩見沢市が２６．０％、三笠市が２２．

８％、滝川市が３６．２％、砂川市は２７．

２％となっております。また、管内１０市の

単純平均は、子宮頸がんが２６．１％、乳が

んが２９．０％になっており、本市はこれを

上回っている状況にあります。 

がん検診全体の受診率につきましては、国

のがん対策基本計画において、平成２３年度

末までに５０％とする目標が掲げられており

ますことから、市としましては、今後未受診

者の意向把握に努めるとともに、他自治体の

状況等を参考とするなど、より一層の受診率

向上に向け、取り組んでまいりたいと思いま

す。以上でございます。 

●議長内馬場克康君 お諮りいたします。 

本日の会議はこの程度にとどめ、延会いた

したいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

ご異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

本日はこれをもって延会いたします。 

 

午後 ２ 時１８分 延会 
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